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プル トニウム利用 と核不拡散

動力炉 ・核燃料開発事業団

理事長 石 渡 鷹 雄

世 界のエネル ギー需要 は,21世 紀に入 り途上国の需要増加が特 に著 し く,世 界全

体では,現 在 の3倍 にも達す るとの予測 もあ る。 そのため最 も利用 しやす いエネル

ギー源である石油は,長 期的には逼迫の可能性大であ り,CO2排 出抑制が求め られ る

ことなどか ら,石 油に依 存 しないエネルギー源の開発 が国際的に更に重要 さを増 し

て くるもの と思 う。 日本 などの先進工業国は,技 術が作 り出すエネルギー としての

原子力開発 と利用 をよ り積極的 に推進す るこ とに より,世 界のエネルギー需給,更

には地球環境問題に貢献 してい くことが求め られ る状況になって くるであろう。

原子力開発利用のためには,ウ ラン資源の確保 が前提 条件になる。そのウラン資

源は我が国には殆 ど皆無であ り,海 外 に依存 してい るが,世 界規模 で見て も天然 ウ

ランの利用可能な埋蔵量 も有限であ り,原 子力利用が拡大すれば天然 ウラン需給が

逼迫 して くるのは容易に予測 される。

我が国は,こ の ような状況に対処 してい くために,天 然 ウラン資源 を現在の利用

率の60倍 に も増大 させ得 る高速増殖炉の開発 をナ ショナル ・プロジェ ク トとして取

組み,動 燃事業団は原型炉 「もん じゅ」 を福井 県敦賀市 に平成4年 には初臨界を迎

えるべ く建設 を進めている。

高速増殖炉による原子力発電に とっては,「使用済燃料 を再処理 し,発 電中に新 た

に生 まれたプル トニ ウムの回収 と利用」が必要不可欠の条件 となる。我が国は,原

子力利用 を平和 目的に限 り進めてお り,そ の大原則 を守 ってい くために もプル トニ

ウム とい う機微 な物質 の平和利用の技術的実証,核 不拡散への対応 と国際社会 での

コンセンサス作 りへ向けて技術面 ・制度面での努 力が必要 であ る。

これ までの我が国の核不拡散体制へ の対応 は,IAEAの 保 障措置へ の取組みの

例 に見 られ るように,極 めて優秀である との評価 を得てい るが,受 身であることは

否めない。

世界に率先 してプル トニウム利用 を進めていかなければな らない国情 の我が国 と

しては,核 不拡散(NPT)体 制 を維持 ・強化す るための貢献,我 が国のプル トニ
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ウム利用計画 を国際的に もより分か りやす いものにす る努力,更 には核不拡散 性の

高い利用技術 システムの開発 をよ り一層進めてい く必要があ る。

動燃事業団は,原 子力委員会の もとに決め られた 「原子力開発利用長期計画」の

中で,長 期的には,プ ル トニウム利用の技術的基盤 を支 えるセンター としての役割

を与 えられ,高 速増殖炉 を中心にプル トニウム利用体 系の実現 に向けて研究開発 を

進めてい るが,プ ル トニウム利用の国際社会 での コンセンサス を得 るこ とを常に念

頭においた開発が重要 だ と思ってい る。(い しわた り たかお)
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原子炉廃止措置に関する最近の海外動向

三 井 英 彦

1.は じめ に

わが国で運転中の原子力発電所は,1989年

6月 現在で37基,29,280MWの 設備容量 を有

し,1988年 度実績で全発電量の約27%を 原子

力発電が 占めるに至っている。 このように近

年わが国のエネルギー供給における原子力発

電の担 う役割はます ますその重要性を増 しつ

つあるが,一 方,原 子力発電施設がその寿命

を全 うした後の管理及び処理処分(い わゆる

廃止措置)に ついても,長 期的視点に立って

調査研究 を進めてお くことは重要なことであ

る。このような観点から,当 エネルギー総合

工学研究所は通商産業省資源エネルギー庁 の

委託を受け,原 子炉廃止措置に関す る調査研

究を実施 している。

調査研究の一環 として,当 研究所は昨年10

月海外調査団を編成し,ベ ルギー ・ブラッセ

ルで開催 された欧州共同体(EC:以 下EC

と記す)委 貝会主催の「1989年原子力施設廃止

措置国際会議」(19891nternationalConfer-

enceontheDecommissioningofNnclear

Installations)(以 下国際会議 と記す)に 参加

したほか,西 独及び米国の廃止措置関連諸機

関 を訪問 し,調 査 を行ってきた。

以下,刺 毎外調査を通してみた海外における廃

止措置の現状と動向について述べてみたい。

2.海 外調査の概要

本海外調査は,1989年10月22日 ～11月5日

の15日 間にわた り,主 として

(1)廃 止措置に係 る規制

(2)廃 止措置廃棄物の再利用

(3)廃 止措置技術 ・工法

の3項 目に関す る調査 を行 うことを目的 とし

て実施 したものであり,そ の前半において上

記国際会議に出席 し,後 半において関連諸機

関への訪問調査 を行った。

調査団は秋 山 守東京大学教授を団長に,

総勢11名 で構成された。表1に 調査団の構成

を示す。

3.国 際会議 を通 してみた現状 と動向

3.1会 議の概要

1989年10月24日 から同年10月27日 までベル

ギー ・ブラッセルで上記国際会議が開催 され

た。本国際会議は,1984年5月22日 から同年

5月24日 までル クセンブルグで開催 されたE

C第1次5ケ 年計画に関す る国際会議に引 き

続いて開催 されたもので,そ の概要は次の通

りである。

・背景 と目的:EC委 員会がEC加 盟国に

委託 し推進 している,廃 止

措置に係 る研究開発の,第
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・主 催

・開催 場 所

・参 加 国

・参 加 人 員

・論文発表分野:

・論 文 発 表 件 数=

・プ ロ グ ラ ム

2次5ケ 年計画(1984～19

88年)の 成果報告 と専門家

による討議 を目的 として開

催 された国際会議である。

EC委 員会

ベルギー ・ブラッセル

19ケ国

.375人

廃止措置に係 る全分野

(表2参 照)

82(表2参 照)

表2に 記載

3.2会 議の特徴

登録 された参加国 と参加人員は19ケ 国,375

人である。その主要な内訳は次の通 りである。

国 名 参 加 人 員

西 ドイ ツ82

フ ラ ン ス54

イ ギ リス46

イ タ リー24

米 国7

日 本45

論 文 発 表 件 数

25

28

22

6

1・

1

表1調 査 団 の 構 成

1.秋 山 守

2.阿 部 清治

3.浜 崎 正 信

4.堀 田

5.前 田

6.緒 方

7.大 浦

8.杉 浦

9.蔦 川

10.宅 間

11.三 井

修

彦

樹

人

明

洋

夫

彦

幸

善

正

正

雅

正

英

東京大学工学部原子力工学科教授

(財)原子力環境整備センター調査役

廃炉確証試験実施委員会委員

((財)原子力工学試験センター)

富士電機㈱原子力事業部技術部主幹技師

四国電力㈱原子力政策室課長

三菱重工業㈱軽水炉技術部軽水炉開発課

㈱ 日立製作所 日立工場原子力設計部

(財)原子力工学試験センター開発部主任研究部員

㈱東芝原子力プラント技術部主査

東京電力㈱原子力業務部部長

(財)エネルギー総合工学研究所副主席研究員

本国際会議はECの 委託研究成果報告会 と

いう性格上参加者及び論文発表件数がEC諸

国に偏 るのは当然であるが,そ れに しても目

立つのは参加人員,論 文発表件数 とも西 ドイ

ツ,フ ランス,イ ギリスが圧倒的に多いこと,

米国の参加者が極めて少ないことである。

3.3論 文 発 表 分 野

表2に み られ る よ うに,廃 止 措 置 に係 る全

て の 分 野 が セ ッシ ョ ン1か ら セ ッ シ ョ ンXV

にわたって網羅 されてお り,最 終セ ッション

XVの パネル討論で締め括 られている。

技術的には,廃 止措置容易化設計,遠 隔操

作,解 体技術,放 射線(能)測 定,輸 送,金 属

溶融,除 染,換 気,廃 棄物処理等廃止措置に

係 る技術分野の全てにわたっているというこ

とができる。 目立つのは,発 表分野について

も西 ドイツ,フ ランス,イ ギリスの3国 が全

ての分野にわたってほぼ同 じ件数の発表をし

ていることである。
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表21989年EC廃 止措 置 国際会 議i発表論 文一 覧(1/2)

セッション 1 II III IV V VI W

開会セ ッシ ョン 廃止措置政策 廃止措置容易化設計 解体及び除染のための 解 体 技 術 放射能測定方法 廃棄物発生量の予測と 小計
発表国 遠隔操作 処分の見通 し

③運転主体側から見た (②イギ リスに同 じ) ⑤放射性機器の水中切 ①水中切断技術の開発 ①曲面の汚染測定シス ② 燃料 組立プラ ン トの

廃止措置に係わる重 ③ リンゲン炉格 納容器 断用計測制御システ ④放射化機器切断のた テム 廃止措置新技術に関
要事項 の負圧抑制 ムの開発 めのECM技 術 ③極低 レベル放射性廃 す る試験(低 ウ ラン

西 ド イ ツ ⑤*廃 止措 置に関す る
デー タバ ン ク/被 曝

⑥ アブ レッシプ ウオー
タジェッ トに よる鋼

棄物に対する計測技
術の最適化

放射能の無制限開放
に対する考察) 13(3)

線量 とコス ト 材の水中切断 ⑤ ニーダア イヒバ ッハ
(⑧ イギリスに同 じ) 解体での廃棄物の測

定装置

①零加盟国の原子力施 (⑤西 ドイツに同 じ) ①試験用 ルー プを用い ① レーザ と組合 わせ た (② イギ リスに同 じ) ⑥原子力産業への金属 ① キャダラ ッシュ燃料
設の廃止措置(実 績 ⑥*原 子力施設の各種 た コバ ル トフ リー合 多関節 ロボッ ト ③熱交換器電熱管及び 廃棄物の無制限再利 製造施 設グローブボ

と計画) 材料を無制限放出す 金の弁への適用実験 ③現存する遠隔操作用 配管の内側か らのア 用のための測定及 び ッ クス解体 作業の概

フ ラ ン ス ②廃止措置に関する規
則経験 と政策

る為の基準 ④大型FBRの 廃止措
置に及ぼす設計の影響

密閉型 モジュー ルワ
ー クショップの 改良

一 クソーに よる切断

⑤ 原子力施設解体の た
弁別技術 要④

プー ル型FBR解 体 16(4)

⑥廃止措置容易化する ⑥ 水中プ ラズマアー ク めの高圧アブ レッシ で発生する放射性廃
ため に採用 された設 切断遠隔試験装置の プ ウ ォー タ ジ ェ ッ ト 棄物量の評価
計 開発と二次生成物測定 の改良

(①フランスに同 じ) ②‡原子力発電所建屋 ②内側に コン クリー ト ④GCRの 解体用 ロボ ② 串水中プ ラズマ切断 ② γ線 スペ ク トル の小 ③廃止措置廃棄物の管
の劣化評価及び格納 ブ ロックを有す るプ ッ トと工員の改 良 の固体及び気体状二 ピー クの解 析に対す 理の ためのシステム

容器の長期間の安定 レ ス トレ ス トコ ン ク 次生成物 る新 手法 と,土 壌の 評価方法の実証
性と密封性 リー ト原子炉容 器の ⑦ マイ クロ波に よる生 γ線 モニ タ用検 出器 ⑤EC及 び西 ヨー ロッ

イ ギ リ ス
④ マ グノックス炉 の解

体 を遅 らせ る場合 に
解析及び実験 体遮蔽 壁表層剥離

⑧*放 射 性 コンク リー

システム

④WAGRの 廃棄物の

パで発生する廃止措

置廃棄物
13(4)

考えられる放射線影 ト構造物解体用爆破 サ ンプ リングと分析

響 技術 手法の開発
⑦廃止措置後の跡地の
残留放射能測定技術

③ 現場におけ るコン ク ② レーザ切断の廃止措
リー ト表層の有機材 置へ の適用に関す る
注入 とポ リマー処理 研究

イ タ リ ー ⑤再処理プラントの廃 3
止措置を容易化する
新設計 としてのラッ
ク移動 システム

EC ④ 廃止措置分野 におけ
るECのR&D活 動

(⑥フ ランスに同 じ) ⑦TheTelemanPro-

9「amme

⑥EC諸 国の放射性廃棄
物処分の現状と見通し

4(1)

ベ ル ギ ー

オ ラ ン ダ

①*IEAメ ンバー諸
ソ 連 国における原子力発 1(1)

電所廃止措置の政策

ブルガ リア (① ソ連に 同じ) 1(1)

スウ ェー デ ン

ス ペ イ ン

日 本

米 国

延発表国数 5(2) 10(8) 6 7 10(4) 7 6 51(1の

正味論文数 4(1) 6(4) 6 7 8(2) 7 6 44(7)

注記:(1)複 数国の共同発表は筆頭国に*印 をつけた。他の国は()。 論文数,国 数の()は 共同発表分を示す。(2)○印の番号は発表順 を示す。(3)セ ッションXVの 欄にはパネリストを記載 した。



①

表21989年EC廃 止措 置 国際 会議 発表 論文 一覧(2/2)

セッション v皿1 IX X 璽 阻 XIII XW XV(パ ネル

大型輸送容器と処分 再利用又は処理の観 廃止措置 を目的 とし 廃止措置 を 目的 とし 廃止措置廃棄物の処 金属の再利用と廃止 大規模な廃止措置 討議)廃 止措 合計
容器 点からみた鋼鉄廃棄 た除染技術 た換気 とブ イル タリ 理 措置方法 置/そ の成果

発表国 物の溶融 ング技術 と今後の課題

①*低 レベル放射性 ②原子力施設から発 ①全 システムの除染 ③水中切断による放 ②除染及び溶融の直 ①解体及び除染技術 K.Hubenth一

金属を用いた大型 生する放射性金属 完 ∫までのプロセ 射性副次生成物の 接処分との比較 の大 型炉へ の適用 aI

廃棄物収納容器の 廃材の溶融 ス 拡散と濾過
開発 ③EIRAMプ ラン (⑥ イギ リスに同 じ) ④ コンク リー ト除染

西 ド イ ツ トでの放射性廃棄 技術用 フ ィル タシ 25(7)

物 溶融 の第一 報 ステムの最適化

⑥鋼鉄の溶融におけ ⑥ ・各種 切断技術 と
る難測定核種の挙 関連 ブイルタシス
動 テムの分析

②繊維 強化鉄筋 コン
クリー ト製大型廃

⑤蒸気相 中の輸送現
象による ステ ンレ

③FBRの 一次冷却
系の解体前除染

②解体作業で発生す
る気体プレフィル

② 大型廃棄物の ポ リ
マー コー ティン グ

①解体された原子力
施設から回収され

③PIVERガ ラス
固化施 設の除染及

P.Tanguy

(座 長)

棄物収納容器 ス鋼成分の分離 ⑤化学 ゲル,電 解 モ タ装置 に よる汚染の 固定 た極 低 レベル放射 び解体 L.Gillon

フ ラ ン ス ップ研磨材 を使 っ
た除染

⑤*プ ラズマ アー ク
及び レーザ切断 か

化
⑤廃止措置で発生す

性 の銅及びアル ミ
ニウムの放 射線の 28(6)

⑧ コンク リー ト表 面 ら生ず る二次系生 る放射性黒鉛プロ 影響
除染用熱技術 成物の測定 と評働 ックの処分の ため

(⑥西 ドイツに同 じ) の処理

③中レベル廃棄物輸 ①廃止措置で発生す ④WAGRの 熱交換 ① 熱切断に よ り生 ず ③溶解性ケイ酸ナ ト ④GCR廃 止措置に ②MOX燃 料組立施 J.Holland
送用大型遮蔽容器 る汚染鋼鉄廃材の 器除染技術の開発 るエア ロゾル処理 リウム を用い た放 関する電力会社の 設の廃止措置

イ ギ リ ス 溶融 ⑥ 串処理の容 易な電 の換 気 とフ ィル タ 射 化 コ ン ク リー ト 見解 22(6)
解液を用いる電気 リン グ技術 片の固定化
化学除染 (⑤ フランスに同 じ)

② ガ リリア ノ炉の小 (⑤ フランスに同 じ) A.Bertini

型弁と給水加熱器
イ タ リ ー 電熱管の化学除染 6(1)

と超音波除染の試験

⑨除染への提言

EC (①西 ドイツに同 じ) (⑥西 ドイツに同 じ) S.Finzi 6(3)

①MOX燃 料加工工 ③汚染 され たステン
場 の大型 グロープ レス鋼の安全 かつ

ベ ル ギ ー ボ ックスの解 体 経済的な再利用の 2
ための重要 なパ ラ
メー タ

オ ラ ン ダ ④汚染 コン クリー ト
の分離

C.D.An-
driesse 1

ソ 連 1(1)

ブルガ リア 1(1)

スウェーデ ン
④低 レベル汚染鋼鉄

の溶融 1

⑦浸水表面の除染用 A.L.Garcia
ス ペ イ ン 密閉型電解研磨シ 1

ステム

日 本 ④JPDR解 体の進展 1

米 国 ⑤ シッピン グポー ト
炉廃 止措 麗の完了

1

延発表国数 4(2) 6 10(2) ll(7) 5 4 5 一 96⑳

正味論文数 3(1) 6 9(1) 6(2) 5 4 5 一
182⑪

注記:(1)複 数国の共同発表は筆頭国に*印 をつけた。他の国は()e論 文数,国 数の()は 共同発表分を示す。(2)○ 印の番 号は発表順を示す。(3)セ ッションXVの 欄にはパネ リス トを記載した。



今回の発表は全 て招待講演 という形をとっ

てお り,自 発的な発表ではないので,件 数で

判断するのは危険であるが,表2か らわかる

ように,廃 棄物処理関連(セ ッションVII,Vm

及びXII)14件,再 利用関連(セ ッションIX

及びXIII)10件,除 染9件,解 体技術8件,

遠隔操作及び放射能測定各7件 といった順に

なっている。 また,廃 止措置容易化に関する

発表がなされたの も,今 後の動向をみる上で

注目に値 しよう。

日本 と米国の各1件 はそれぞれJPDRと

シッピングポー ト炉の解体撤去に関す る招待

講演で,ECは 日米の動 きに注 目してお り,

日米 と国際協力をしていかなければならない

という認識が非常に強い(廃 止措置のフェー

ズについてみると,既 にシッピングポー ト炉

の解体撤去を完了した米国が最 も進んだフェ

ーズにあ り,目 下JPDRを 解体撤去してい

るわが国が米国に次 ぐフェーズにあるという

ことができる)。

3.4論 文発表内容

国際会議全体の特徴及び廃止措置の現状 と

動向を把握す る上で,セ ッション1とXVが

重要 な役割 を果たしているので,ま ずこの2

セッションについて述べ,そ のあとで主要な

技術 ・工法について簡単に触れることにする。

3.4.1EC諸 国の現状認識 と課題

開会セッション(セ ッション1)で は,イ

ギ リス,フ ランス,西 ドイツ及びECか ら4

論文が発表された。 これ らを総括すると次の

ようになる。

・廃止措置は最終的には解体撤去を目指すべ

きであ り,そ れが技術的,経 済的に可能で

あることが実証 されてきている。

・しか し,そ の事例がまだ多 くはないので,

デー タの蓄積 をはか り,解 体や コス トにつ

いてより詳細に検討 してい くことが重要で

ある。

・と同時に,廃 止措置についての社会的合意

形成に十分配慮 しなければならない。

・そのためには,廃 棄物の再利用を含めて,

安全 な廃棄物管理 と放射線防護が重要であ

り,廃 止措置に係 る規制の確立及び資金の

確保が重要である。

・廃棄物の再利用あるいは廃止措置 コス ト等

に重要な役割を果たすのがデ ミニ ミス ・レ

ベルである.再 利用については国際的な合

意が不可欠であり,そ のために もデ ミニ ミ

ス ・レベルの設定が緊急の課題 である。

・廃止措置に伴 う跡地の利用についてもその

考 え方や基準を定める必要がある。

開会セッションにおいて以上のような認識

あるいは課題が開陳 されたが,セ ッシ ョン

XVの パネル討論において も上記に関連する

議論が展開された。パネ リス トの発言をキー

ワー ド的に要約す ると次のようになる。

・P.Tanguy氏(フ ランス,座 長)

解体技術,放 射線防護,廃 棄物処理処

分等についてはそれな りの成果 を得て き

た。将来の課題は次の通 り。

・EC域 外 との国際協力(特 に 日本,米

国)・ECの 廃止措置計画の妥当性の検

証 ・ヨーロッパ基準の制定 ・社会的受容

・C .D.Andriesse氏(オ ランダ)

鉄材の再利用や廃棄物の基準によって

経済性が大 きく変わる。基準がなぜ低す

ぎるのか問題である。世界的に見直すべ

きである。

・K .Hubentha1氏(西 ドイツ)
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・安 全 な廃 止 措 置 は 実 現 可 能 ・コ ス ト,

廃 棄 物,R&Dが 最 重 要 課 題 ・国 際 協 力

の推 進 ・EC基 準 の作 成

西 ドイツ に お け る重 要 課 題 は 次 の 通 り。

・最 終 処 分 場(こ の有 無 が 解 体 の 意 思 決

定 の 重 要 な要 因)・ コ ス トと資 金 調 達 ・法

令 と許 認 可(よ りフ レ キ シ ブ ル に)

・A .LGarcia氏(ス ペ イ ン)

・デ ミニ ミス ・レベ ル の 決 定 ・最 終 廃 棄

物 貯 蔵 所 に 関 す る 基 準 ・廃 棄 物 の パ ッ ケ

ー ジ ン グ
,線 量 ・放 射 能 測 定,コ ス ト ・

再 利 用 ・資 金 調 達 ・社 会 的受 容

・J
.Holland氏(イ ギ リス)

・社 会 的受 容 … … 最 終 処 分 場 に 関 す る基

準 とデ ミニ ミス ・レベ ル

・A
.Bertini氏(イ タ リー)

・デ ミニ ミス ・レベ ル の 早 期 確 立 … …l

Bq/gが 妥 当 ・社 会 的 受 容

・LGillon氏(フ ラ ン ス)

・コ ス ト・米 国
,日 本 に 注 目す べ し ・デ ミ

ニ ミス ・レベ ル の 早 期 確 立 ・社 会 的 受 容

・S .Finzi氏(EC)

・EC第3次R&D計 画 に 向 け て 勇気 づ

け られ た ・技 術 の 大 型 へ の 適 用 に 特 別 の

努 力 が 必 要 ・コ ス ト ・社 会 的 受 容

以 上 の 発 言 か ら,① デ ミニ ミス ・レベ ル や

最 終 処 分(貯 蔵)場 に 関 す る基 準 の 作 成 ②E

C域 外 との 国 際 協 力(特 に 日本 と米 国)③ 社

会 的受 容 ④ コ ス ト 等 が 重 要 な 課 題 と し て

認 識 され て い る こ とが よ く理 解 で き る。

パ ネ ル討 論 の 最 後 に,座 長 は,今 後 の 課 題

と して

・工 業 ス ケ ー ル の 信 用 度 … … 安 全 性 と コ

ス ト

・安 全 性 を規 制 す る行 政 当 局 の 信 用 度

……安全の監視 と担保

・一般公衆の意見の信用度……正 しい知

識の普及と浸透

を確立してい くことが重要であると締め括っ

た。

3.4.2技 術 ・工法

多分野においていろいろな技術 ・工法が取

り上げ られてい るが,そ の中か ら主要 な技

術・工法についてまとめると次のようになる。

(1)廃 止措置容易化

その重要性が指摘 されなが ら,過 去におけ

る国際会議,シ ンポジウム等において表立っ

て取 り上げられなか った廃止措置容易化につ

いて,今 回1セ ッションが設けられ,フ ラン

ス,イ ギリス及びイタリーか ら発表があった

ことは注目してよいことである。その内容は,

コバル トの低減化,生 体遮蔽壁等の構造物の

放射化部分のブロック化,腐 食生成物の低減,

プラン ト配置,記 録等に関するもので,着 実

に検討されていることは評価に値する。廃止

措置容易化につ いては,わ が国にお いて も

1985年 から3年 間にわたり当研究所で検討 し

ているが,米 国においては,目 下,原 子力規

制委員会(NRC)が 廃止措置容易化に関する

レギュラ トリ・ガイ ドを作成中であ り,今 後

とも海外の動向に注目してい く必要がある。

(2)解 体 ・遠隔操作

解体技術 としては,水 中プラズマ切断,水

中アークソー切断,レ ーザー切断,電 気化学

的切断,砥 粒ウオータジェッ ト切断 マイク

ロウエーブによる生体遮蔽層の除去等が発表

されてお り,ま た,こ れらの切断技術 と結び

ついたロボット技術や水中切断の計測 ・制御

技術に関す る発表があった。目新 しい技術は

特にみ られないが,着 実に実績を積み重ねて
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い る とい う こ とが で き る。

(3)放 射 線(能)測 定

廃 棄 物 の 表 面 汚 染 測 定 や 土 壌 の ガ ンマ 線 検

出等,廃 棄 物 の再 利 用,跡 地 の 解 放 等 を 目指

した低/極 低 レベ ル の放 射 線(能)測 定 技 術 を

中心 に 西 ドイ ツ,フ ラ ン ス及 び イ ギ リス か ら

7編 の 報 告 が あ っ た。測 定 装 置 は比 例 計 数 管,

Ge検 出 器,液 体 シ ン チ レー シ ョ ン等 を用 い た

もの で,コ ンベ ン シ ョナ ル な もの で あ る。

(4)再 利 用 ・溶 融

再 利 用 に つ い て は フ ラ ン ス,西 ドイ ツ,ベ

ル ギー 及 び イ ギ リス か ら そ れ ぞれ1件 ず つ 発

表 が あ っ た 。 内容 は,放 射 線 の 影 響,放 射 性

廃 棄 物 の廃 棄 と除染,溶 融 の 比 較,安 全 性 と

経 済 性 等 に 関 す る もの で あ っ た。 また,溶 融

に つ い て は,イ ギ リス1件,西 ドイ ツ3件,フ

ラ ン ス1件,ス ウ ェー デ ン1件 の 発 表 が あ り,

いず れ も放 射 性 金 属 の 溶 融 特 性 や 溶 融 の経 験

に 関 す る 内容 の もの で,こ の 分 野 が か な り進

ん で い る こ とが よ く理 解 で き た(西 独 の発 表

者 の所 属 す る会 社GNS社(GesellschaftfUr

NuklearService)と ジ ン ペ ル カ ン プ 社

(Siempelkamp)に つ い て は別 途 訪 問 し調 査

した の で後 述 す る)。

(5)除 染

除 染 に関 して は 西 ドイ ツ,フ ラ ン ス,イ ギ

リス,イ タ リー 及 び スペ イ ン か ら合 計9件 の

発 表 が あ っ た 。 内容 は,西 ドイ ツ ・リ ンゲ ン

(Lingen)原 子 力 発 電 所 に お け るLOMI一 化 学

除染,イ タ リー ・ガ リ リア ノ(Garigliano)原 子

力 発 電 所 に お け る化 学 除 染,超 音 波 除 染,イ

ギ リス ・WAGRに お け る化 学 除 染 等 の ほ か

化 学 ゲ ル を用 い た 除染,電 解 除 染,ブ ラ ス ト

除 染,振 動 に よ る 除染 等 で あ る。 こ の 分 野 で

も着 実 に 経 験,実 績 が 積 み 重 ね ら れ て い る。

4. 廃止措置関連機関の調査を通 してみた

現状 と動向

一廃棄物の再利用を中心 として一

本 海 外 調 査 の 後 半 は西 ドイ ツ及 び 米 国 の廃

止 措 置 関 連 機 関へ の 訪 問調 査 を行 っ た。 調 査

した機 関 は,西 ドイ ツ の バ イ エ ル ン州 政 府(規

制),ニ ー ダ ー ア イ ヒ バ ッ ハ(Niederaich-

bach)原 子 力発 電 所(技 術 ・工 法),GNS社 及

び ジ ンペ ル カ ン プ 社(再 利 用),米 国 のTM

I-2及 び ドレ ス デ ン 原 子 力 発 電 所(技 術 ・工

法),原 子 力 規 制 委 員 会(NRC)及 び テ ネ シー

州 政 府(規 制),QRC社(QuadrexRecycle

Center)及 びSEG社(ScientificEcology

Group)(再 利 用)の 合 計10機 関 で あ る。これ ら

の 諸 機 関 に つ い て行 っ た調 査 の うち,こ こ で

は 再 利 用 に 焦 点 を絞 って そ の 現 状 と動 向 につ

い て述 べ て み た い 。

4.1規 制

4.1.1米 国原子力規制委員会(NRC)

及びテネシー州政府

米国では廃止措置等によって発生する廃棄

物の再利用に関する全米大の規制 ・基準は存

在 していない。但 し,そ の再利用 を含む廃棄

物の処理処分に関する規制 についてNRCと

合意 している州は全米50州 中29州 あ り,こ れ

らの州はア グリー メン ト・ステイ ト(Agree-

mentState)と 呼ばれている。NRCは,こ れ

らの州から提出された再利用を含む規制内容

について,連 邦エネルギー規則(10CFR)や

その他の規制 と矛盾がないか どうかをチェッ

クした上で,こ れ らの州にその規制を委ねる

旨の合意文書 を発行 し,規 制 を委ねている。

テネシー州はその一つである.従 って,テ ネ



シー 州 政 府 はNRCと の 合 意 に 基づ い て そ の

規 制 を行 うこ とが で き,後 述 のQRC社 及 び

SEG社 に放 射 性 廃 棄 物 処 理 事 業 に 関 す る ラ

イ セ ン ス を付 与 して い る。

な お,NRCは 現 在,廃 止 措 置 廃 棄 物 の み

な らず,汚 染 の 恐 れ の あ る部 品,材 料 等 を規

制 免 除 す る た め の ポ リシー ・ス テ イ トメ ン ト

(PolicyStatement)を 作 成 中 で あ る。 そ の べ

一 ス と な っ て い る の は 「IAEA安 全 シ リー

ズNo.89」 で あ る。

NRCで は,以 上 の他 に,3.4.2.(1)で 述 べ

た よ うに,廃 止 措 置容 易 化 に 関 す る レギ ュ ラ

ト リー ・ガ イ ドを作 成 して お り,1990年 末 に

は公 表 す る とい うこ とで あ る。

4.1.2西 ドイ ツ に お け る再 利 用 の た め の

基 準

西 ドイ ツ で は,「原 子 力 の 平 和 利 用 及 び そ の

危 険 の 防 護 に 関 す る 法 律 」(い わ ゆ る原 子 力

法)9a条 に お い て 廃 止 措 置 廃 棄 物 等 の 再 利

用 が 規 定 され て お り,再 利 用 が 不 可 能 な もの

はや む を え ず処 分 す る とい う考 え方 を と っ て

い る。

西 ドイ ツ に お け る再 利 用 の た め の 基 準 は次

の よ うに な っ て い る。

(1)廃 棄 物 の 放 射 能 が 次 の条 件 を満 足 す る場

合 に は 無 制 限使 用 が 可 能 で あ る。

全 比 放 射 能 ≦0.1Bq/g及 び

表 面 汚 染 密 度*≦0.37Bq/cm2(β,γ に対 して)

≦0.037Bq/cml(α に 対 して)

*100㎝ 似 上 で の 平 均 値

(2)次 の 条 件 を満 足 す る場 合 に は,非 放 射 性

ス ク ラ ップ と一 緒 に 溶 融 す るた め に放 出

す る こ とが で き る。

全 比 放 射 能 ≦1Bq/g及 び

表 面 汚 染 密 度*≦0.37Bq/cm2(β,γ に 対 し て)

≦0.037Bq/cm2(α に対 して)

*100cm・ 以 上 で の 平 均 値

(3)全 比 放 射 能 が0.1Bq/gを 越 え,1Bq/g以

下 の 場 合 に は 工 業 向使 用(管 理 下 で の 使

用)が 可 能 で あ る(例 ニレー ル,圧 延 用

ロー ラ材,建 築 用 鋼 材 等)。

4.2廃 棄 物 の 再 利 用

4.2.1米 国 に お け る再 利 用

(1)QRC社(QuadrexRecycleCenter)

QRC社 は カ リフ ォ ル ニ ア 州 キ ャ ンベ ル に

本 社 を置 くエ ン ジニ ア リン グ会 社 で,放 射 性

廃 棄 物 の 処 理 は テ ネ シー 州 オ ー ク リ ッ ジ で行

っ て い る。1982年 に米 国 で は は じめ て こ の種

の 業 務 を開 始 し,現 在 で は 多数 の 原 子 力 発 電

所 か ら 出 て くる廃 棄 物 の処 理 を行 って い る。

1)実 績

1982年 の業 務 開 始 以 来 現 在 まで,金 属100万

立 方 フ ィー ト,紙,ウ ェ ス 等45～50万 立 方 フ

ィー トを処 理 して お り,現 在 で は金 属20万 立

方 フ ィー ト/年,紙,ウ ェ ス等25～30万 立 方 フ

ィー ト/年 の ペ ー ス で処 理 を行 っ て い る。図1

に処 理 フ ロ ー を示 す 。図1か ら,金 属 廃 棄 物 の

う ち72%が ス ク ラ ップ と して放 出 され,13%

が再 使 用 等 に 回 さ れ て い る こ とが わ か る。

2)処 理 技術

処 理 技 術 と し て次 に 掲 げ る技術 が 用 い られ

て い る。

①ShearStressCleaning:高 圧 フ レ オ

ン洗 浄 で,ル ー ス汚 染 の 除 染 に適 用

②AqueousLaundry:水 溶 性 洗 濯 装 置

で,プ ラ ス チ ッ ク類 の 除 染 に適 用

③Planing:木 材 の 表 層 剥 離

④AbrasiveGritBlast:ブ ラ ス ト除 染

⑤ChemicalCleaning:化 学 除 染
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⑥Electropolishing二 電 解 除 染

⑦Bailing:紙,ウ ェ ス 等 の圧 縮

⑧Supercompaction(>1000ト ン)二 紙,

ウ ェ ス 等 を2002ド ラム 罐 に 入 れ,ド ラ

ム罐 毎 プ レ ス で減 容

⑨lnCineratiOn:焼 却

⑩EfficientPackaging:機 械 的 切 断 に

よ る減 容

⑪AdvancedSurveyandRelease:同 種

同 形 状 の廃 棄 物 の 自動 化 に よ る効 率 的

サ ー ベ イ

3)ラ イ セ ン ス

テ ネ シー 州 は,4.1.1で 述 べ た よ うに,ア グ

リー メ ン ト ・ス テ イ トの一 つ で あ り,州 政 府

が ラ イ セ ン ス を交 付 す る こ とが で き るの で,

QRC社 は,放 射 性廃 棄 物 処 理 事 業 の ラ イ セ

ン ス を テ ネ シ ー 州 政 府 か ら取 得 して い る。

放 射 性 廃 棄 物 と して の 取 扱 を要 し な い放 出

レベ ル は次 の 通 りで あ る。

β,γ(ル ー ス汚 染):1000dpm/100cm2

10%

PotentiallyClean Survey

90%

Compactables

90%

7%

3%

Releaseto

Landfill

Rad

Metal

Receiving

Cornpactables Compact

Meta}s

95%

97%

5%

Waste

10%

Volume

Reduction

90%

Package

Decision

Burial

80%

Destructive

Decontamlnation

Survey

72%

ScrapMetalSale

Decision

15%

Non・Destructive

Decontamination

Repair/Recertify

ReturnforReuse

図1処 理 フ ロー(QRC)
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β,γ(タ イ ト汚 染):4000dpm/cm2

α(ウ ラ ン):1000〃

α(ウ ラ ン 以 外):20〃

米 国 で は 表 面 汚 染 に つ い て の み 規 制 が あ

り,物 質 内部 に 放 射 能 が 存 在 す る場 合 の 規 制

は な く,放 出 す る こ とは で きな い。 従 っ て,

金 属 溶 融 の基 礎 技 術 は 有 して い る もの の,そ

の 導 入 計 画 は な い。

処 理 後,放 出 す る 際 の サ ー ベ イ は全 数 を3

段 階 で 行 っ て い る(現 場 作 業 員 の サ ー ベ イ,

サ ー ベ イ 専 門 ス タ ッ フ に よ る サ ー ベ イ,Q

C/QA担 当 者 に よ るサ ー ベ イ)。

発電所 雑固体廃棄物

汚染金属

輸 送

紙,プ ラスチ ック

有害物質

SEG 輸送容器より取 り出し

切断可能

No

輸 送

▼

(2)SEG社(ScientificEcologyGroup)

SEG社 は テ ネ シ ー 州 オ ー ク リ ッ ジ に あ

り,原 子 力発 電 所 か ら発 生 す る雑 固体 廃 棄 物

を減 容 処 理 し,処 分 場 に 処 分 す る まで の 事 業

を行 って い る。 図2に 処 理 フ ロー を示 す 。

SEG社 は 現 在 特 に再 利 用 を 目的 と した処

理 は 行 っ て い な い が,銅 に つ い て は,1800

dpm/100cm2以 下 で あ れ ば再 利 用 業 者 に 売 り渡

して い る。

現 在 採 用 して い る 除染 技 術 は ブ ラ ス ト除染

と電解 除 染 で あ る。 銅 を再 利 用 に放 出 す る 際

の サ ー ベ イ は ス ミヤ 法 で行 っ て い る。

ま た,現 在 金 属 の 溶 融 設 備 は な い 。

4.2.2西 ドイ ツ に お け る再 利 用

(1)GNS社(GesellschaftfttrNuklear

Service)

原子力施設

Yes

Yes

圃 許容値以下

〈1800dpm/100c㎡

闘[廻

セメン ト注入

可

焼 却

匝-一 一 ・國

図2処 理 フロー(SEG)

GNS

金属廃棄物

〈

ドラム詰め

Ψ

〈37Bq/g

溶 融

ジンペ ルカンプ

≦1Bq/9

測 定'工 業向使用

(管理下)

≦0.1Bq/g

無制限使用

製 品 製 造

(鋳造)

記 録

図3処 理 フロー(GNS)
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西 ドイツ ・エッセンにあるGNS社 は1976

年に原子力施設のサー ビス会社 として設立さ

れ,原 子力施設か ら出て くる廃棄物の処理 と

放射性廃棄物の輸送 ・貯蔵容器の供給 を行 っ

ている。原子力施設から入ってきた金属廃棄

物はGNS社 で切断され,200尼 ドラムに収納

されて,後 述のジンペルカンプ社(Siempel-

kamp)に 送られ,ジ ンペルカンプ社で放射性

廃棄物の輸送 ・貯蔵容器を製造する際の原料

として再利用 される。ジンペルカンプ社で製

造 されたこの容器はGNS社 を経由して再 び

原子力施設に納入 される。このフロー を図3

に示す。

GNS社 は,1981年 か らジンペルカンプ社

と共 同 で 製 品 開発 を行 っ て お り,両 社 は1986

年 か ら放 射 性 廃 棄 物 の輸 送 ・貯 蔵 容 器 「モ ザ

イ ク」(図4参 照)を 製 造 ・供 給 して い る。 こ

れ ま で約1000個 を製 造 ・供 給 し,現 在200～300

個/年 のペ ー ス で製 造 ・供 給 し て い る。 「モ ザ

イ ク」の素 材 の%は 再 利 用 され た金 属 で あ り,

残 りの%は 一 般 材 料 で あ る。 比 放 射 能 は1

Bq/g以 下 で あ る。

(2)ジ ンペ ル カ ン プ社(Siempelkamp)

西 ドイ ツ ・ク レフ ェル ト(Krefeld)に あ る

ジ ン ペ ル カ ンプ 社 は放 射 性 廃 棄 物 再 利 用 の た

め の 溶 融 一 製 品 化 の ラ イセ ン ス を持 っ て い る

西 ドイ ツ で 唯 一 の会 社 で あ り,1976年 よ り原

子 力 分 野 の鋳 造 品 の 製 造 を 開始 し た。1981年

誤/

既

論

穂
三
3

舞
載
貯

.,蹄譲
瀬

踏一漏,藷!

　ダ
・ン

ノ

ヘ
ノ
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、畔

溜
、

ぐ》
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罵》㌦
、
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縫
、
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、
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'～丸

失

曳

図4「 モ ザ イ ク」
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には放射性廃棄物の溶融一再利用 を開始 し,

現在まで2000ト ン以上の放射性廃棄物 を溶融

し,前 述の 「モザイク」(図4)や 遮蔽材等に

再利用 している。

1989年11月 現在約1000ト ンの溶融待 ちがあ

り,さ らに今後4年 間にわた り7000ト ンの受

注が既に決定 している等,事 業は商業ベース

にのっているということである。

ジンペ ル カンプ社 は原子力施 設か ら200

Bq/g以 下(α 核種 を含む場合は100Bq/g以

下)の 放射性金属廃棄物を受け入れ,こ れを

溶融炉で溶融 し,製 品化 した後,再 び原子力

施設に戻 している。ジンペルカンプ社におけ

る再利用の流れ を図5に 示す。

ジンペルカンプ社 には3.2ト ン容量の溶融

炉があり,1ロ ットの溶融に対して,金 属

スラグ,フ ィルターダス トの各々か ら1サ ン

プルをとり,Ge検 出器で γ線計測 を行って

いる。法規上は1Bq/g以 下であれば工業用

製品向再利用が,ま た,0.1Bq/g以 下であれ

金属廃棄物

放射性廃棄物

原子力施設

画

函

回

β,γ の み.

α を含 む場 合 は

100Bq/g.

図5処 理 フ ロー(ジ ンペ ル カ ンプ)
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ば無制限再利用が可能であるが,製 品は全て

原子力施設に戻 しているということである。

5.む す び

ベルギー ・ブラッセルで開催 された国際会

議及び廃止措置関連機関の訪問調査 を通 して

みた廃止措置に関する最近の海外動向につい

て述べ た。

国際会議の開会 セッション及びバネル討論

において開陳されたEC諸 国の課題はわが国

における課題でもあり,国 際的な視野をもっ

て解決 していかなければならない。そのため

にも,IAEAあ るいはOECD/NEA等

の国際機関 をは じめ として海外諸国の動向に

は今後 とも注 目してい く必要がある。

廃止措置技術 ・工法については,今 後 さら

に経験 と実績が積み重ねられ,「工業スケール

の信用度」の確立に向かって大 きく前進する

であろう。また,廃 棄物の再利用については,

米国及び西 ドイツの事例にみられ るように,

既に事業化 している国 もあ り,わ が国におい

てもなお一層活発な検討がなされ るようにな

るであろう。

廃止措置に係 る諸課題に対 し,国 際会議の

パネル討論において座長が行 った総括は今後

の進むべ き方 向をよ く示 してい ると思われ

る。

最後に,今 回の海外調査に当たり,通 商産

業省資源エネル ギー庁原子力発電課 をは じ

め,電 力会社,原 子力メー カー他多数の関係

機関のご支援をいただいた。ここに深 く感謝

の意を表する次第である。(みつい ひでひご

副主席研究員)
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イン ドネシアの電力事情 と原子力開発

麓 弘 道

1.ま え が き

イ ン ドネ シア の 国 民 一 人 当 りの 商 業 一 次 エ

ネ ル ギー の 消 費 量 は,1987年 度9.4GJ/Cap.

で あ り,フ ィ リピ ン の11.OGJ/Cap.,タ イ の

14.7GJ/Cap.,マ レー シ ア の35.5GJ/Cap.に

比 べ る と まだ まだ 低 い水 準 に あ る。 特 に 電 力

に つ い て は,国 民 一 人 当 り200kWh/年 に 過 ぎ

ず,日 本 の5,500kWh/年 に 比 べ て 遙 か に 小 さ

い事 が 分 か る。 イ ン ドネ シ ア で は,電 力 事 業

は,国 営 の 電 力 公 社 が 独 占 して 事 業 を行 っ て

い る。 国営 電 力 公 社(PLN)は,家 庭 の 電

化 に 努 め て い るが,配 電 サ ー ビ ス を受 け て い

るの は,都 市 部 で まだ50%前 後,田 舎 で は,

まだ10%程 度,全 国 平 均 で20%程 度 で あ る。

国 営 電 力 で は,過 去20年 間 電 力 設 備 の 増 強 に

力 を入 れ て お り,設 備 容 量 で20年 間平 均15.6

%の 年 率 で 設 備 を増 強 して きた 。 こ の 間 の 売

上 の 増 加 は 年 平 均15%で あ り,昨 年 は,

20,027.3GWhを 売 電 して い る。

表 一1に イ ン ドネ シ ア に お け る1976年 か ら

1988年 まで の 電 力 需 要 の伸 び を セ ク ター 別 に

分 け て 示 す 。 電 力 公 社 全 体 と して は,こ の 間

年 率17%の 高 率 で 電 力 需 要 が 増 加 し て い る

が,民 生 用 と工 業 用 に 区別 す る と民 生 用 が15

%程 度 で あ るの に 比 し,工 業 用 は,20%以 上

の成 長 率 を示 して い る。 ま た こ れ に 対 して 自

家 発 の 成 長 率 は,13.3%に 過 ぎ な い の で,全

体 と して 自家 発 か ら電 力 へ の 移 行 が 進 ん で い

る事 が 窺 え る。 いず れ にせ よ こ の期 間 の 総 電

気 需 要 は,年 率15%で 成 長 して お り,同 期 間

の イ ン ドネ シ ア 経 済 がGNPで 年 平 均5.1%

で しか 成 長 して い な い こ と を考 え る と,潜 在

的 な 電 力 需 要 が か な り イ ン ドネ シ ア に は あ る

と考 え られ る。

88年 度 の 設備 容 量 は,8,529MWで あ り,こ

の 外 に工 場 を 中 心 とす る 自家 発 電 が6,631M

W設 置 さ れ て い る との事 で あ る。 ジ ャ ワ 島 で

は,1990年 に 水 力1,965MW,地 熱140MW,

石 油 火 力1,800MW,ガ ス タ ー ビ ン645MW,

石 炭 火 力1,600MWの 設 備 計 画 を持 っ て い る。

ジ ャ ワ 島 以外 で は,水 力165MW,石 油 火 力310

MW,ガ ス ター ビ ン593MW,デ ィー ゼ ル1,702

MW,石 炭 火 力130MWと な っ て い る。人 口の

集 中 して い る ジ ャ ワ 島 で は,50万kWの 送 電 網

が 完 備 して お り,比 較 的 大 規 模 の 電 力 開 発 が

可 能 で あ る。 現 在 石 炭 火 力 発 電 の ユ ニ ッ ト当

りの 発 電 規 模 は,従 来 の40万kWか ら60万kWへ

と増 大 して い る。 イ ン ドネ シ ア政 府 は,石 油

資 源 の 国 内 消 費 を 出 来 る限 り少 な くす る よ う

考 え て お り,電 力 公社 の 電 源 開 発 計 画 の 中 で

も,新 規 の石 油 火 力 の 計 画 は な い 。 表 一2に

国 営 電 力 公 社 に よ る電 源 開 発 計 画 を示 す 。 こ

れ に よ る と2000年 の 電 源 容 量 を ジ ャ ワ 島 で
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16,235MW,ジ ャワ以外の総計で6,180MWと

予定 している。ジャワ島では,水 力発電の開

発の余地が殆 ど無いため,増 加分は,主 に石

炭 と天然ガスにより供給される予定 となって

いる。ジャワ島以外では,人 口密度が低 いの

で現状ではディーゼル発電への依存が高いが

今後の開発計画では,水 力と豊富にある天然

ガスによる発電 を中心に考えている。原子力

発電の利用に関 しては,2000年 までの電力公

社の電源開発計画にはまだ載っていないが,

イン ドネシアの国家エネルギー委員会(BA

KOREN)で は,2000年 以降の電源立地 と

して原子力発電の導入も考慮 した計画の策定

を考えているので,新 しい2010年 までの電源

開発の計画立案の中で原子力発電がどの様に

扱われ るのか注 目されている。

表 一1イ ン ドネ シアに おけ る電 力需 要 の変遷

電 力 消 費 量(GWh)

成長率(%)
1976/77 1981/82 1986/87 1988/89

76/77-88/89

電力公社供給分 3,031.0 7,845.5 14,786.3 20,027.3 17.0

住 居 用 1,419.5 3,425.3 5,648.8 7,274.6 14.6

工 業 用 927.7 2,469.2 6,183.1 9,086.7 20.9

公 共 用 683.8 1,951.0 2,954.4 3,666.0 15.0

自 家 発 電 4,239.4 5,115.0 9,836.4 18,930.0 13.3

協 同 組 合 一 一 138 一 『

計 7,270.4 12,960.5 24,760.7 38,957.3 15.0

注)ElectricpowersupplyinIndonesia:Developmentplansandmajorissuestowardthe21stcentury,

Dr.Ing.NengahSudja,StateElectricityCorporationよ り
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表一2国 営電力公社による長期電源開発計画

ジャワ島の電源系統
(単位:MW)

電 源 種 別 1990 1992 1994 1996 1998 2000 2002

水 力 1,965 1,988 2,047 2,580 2,580 2,580 2,580

地 熱 140 140 415 415 4!5 415 415

石 油 1,800 1,800 1,800 1,800 1,800 1,800 1,800

ガ ス タ ー ビ ン 645 1,045 645 280 40 340 540

天 然 ガ ス 一 一 900 1,500 1,500 1,500 1,500

石 炭 1,600 1,600 2,400 4,200 7,200 9,600 12,600

総 計 6,150 6,573 8,207 10,775 13,535 16,235 19,435

ジャワ島以外の電源系統
(単位:MW)

電 源 種 別 1990 1992 1994 1996 1998 2000 2002

水 力 165 303 347 716 1,489 2,259 2,580

地 熱 一 一 15 20 50 68 68

石 油 310 310 310 285 285 260 260

ガ ス タ ー ビ ン 533 299 299 284 265 290 685

デ ィ ー ゼ ル 1,702 1,737 1,706 1,710 1,676 1,768 1,840

石 炭 130 130 415 555 645 695 785

天 然 ガ ス 一 354 807 807 807 840 1,194

総 計 2,840 3,133 3,899 4,377 5,217 6,180 7,290

注)ElectricpowersupplyinIndonesia:Developmentplansandmajorissuestowardthe21stcentury,

Dr.Ing.NengahSudja,StateElectricityCorporationよ り
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次に電力に係わる問題 としてイン ドネシア

のエネルギー資源事情 を簡単に紹介する。イ

ン ドネシアの石油生産は,1977年 に年間6億

1,500万 バーレルに達 したがその後減少傾向

にある。原油確認埋蔵量は,米 国エネルギー

省の1984年 の推定によれば,210億 バー レルと

言われてお り,未 生産分は,100億 バー レル程

度 と言われている。これは,年 産5億 バーレ

ルで計算 して約20年 分に相当する。1982年 以

来石油探査に関す る投資が減 って来てお り,

中東 と違い大きな油田の発見は少な く,中 小

規模の油田が多い。政府は,石 油の国内消費

を抑える政策を取っているが,現 在石油消費

の大部分 を占めているのが,灯 油軽油であ り,

照明 ・厨房用 としての需要が未配電部落で多

い事を示 している。現在 イン ドネシアでは,

自動車の販売が新記録を作るように輸送に関

す る石油需要 が急激に延びてお り,国 内の

鉄 ・非鉄産業やセメン ト,肥 料工場 と言った

エネルギー多消費産業の成長にともないイン

ドネシアの石油輸出能力は,今 後漸減 して行

くものと予想 されている。国内の消費を抑え

るには他のエネルギー源の開発,省 エネの普

及を進めて行かなければならない。

石油代替エネルギー源 として期待 されてい

るのが石炭である。イン ドネシアの石炭生産

量は,1986年 の大臣談話では255万 トンと言わ

れていたが,第5次5か 年計画では1989年 度

に600万 トンの生産 をするとしている。イン ド

ネシアの石炭の内,経 済的に採炭 して利用可

能な賦存量は1億 ないし2億 トンと推定 され

ている。これらは,ス マ トラ島のオンビリン

地区,ブ キッ トアッサム地区,そ してカリマ

ンタン島に存在 してお り,電 力需要が集中し

ているジャワ島には,利 用可能な石炭資源は

ない。 したがって,ジ ャワ島のスララヤやス

マランの石炭火力発電所に持 ち込んで利用す

るには,石 炭運搬の為のインフラス トラクチ

ャーの整備が重要 である。実際スララヤ火力

では,一 部オー ス トラリア産の石炭 を使って

発電が行 われていた。石油 と同様 イン ドネシ

アでは,開 発 した石炭 を輸出す ることを考 え

ている。第5次5か 年計画では,1993年 度に

は,1,500万 トンの生産量の内630万 トンを輸

出に回す計画である。

次に天然ガスであるが,イ ン ドネシアの天

然ガス確認埋蔵量は,約50兆 立方フィー トと

言われている。これは,1985年 生産量約1.6兆

立方フィー トで換算すると30年分 となる。現

在イン ドネシアは,世 界最大の天然ガス輸出

国であ り,日本の市場の半分強を占めている。

しか しまだ,多 くのガス田が適当な市場がな

いので未開発で残されている。1986年 で生産

されたガスの内63%がLNGと して輸出され

ているが,ア ンモニアの製造など工業原料 と

して使われる比率が次第に高 くなって来てい

る。今後,他 の天然ガス資源国がLNGの 市

場に参入 して来ると予想され,イ ン ドネシア

の天然ガスの輸出競争力 も長期的には次第に

弱 まるものと予想されている。

最後に原子力発電の燃料であるウラン鉱石

については,カ リマンタン島に存在す る事が

分かっている。イン ドネシア原子力庁は,1980

年代前半に,フ ランスからの技術協力を得て

カ リマンタン島か ら鉱石 を採鉱 して,200kgの

ウランの分離,精 製 を行 った。 カリマンタン

のウラン鉱石は,ウ ランの含有量が世界の水

準に較べて低 く,鉱 床迄の道路 などのインフ

ラも整備されていない。現在のようにウラン

価格の低迷が続き,近 い将来に価格の上昇が
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期待で きない状況では,新 たに国際的に通用

す る品位のウラン鉱脈を見つける探査に投資

して回収できる見込みは極めて少ない。従っ

て,ウ ラン資源の存在は明らかなものの,当

面 カリマ ンタンのウラン鉱脈に関す る本格的

な探査は,行 われないものと考えられる。

2.イ ン ドネシアにおける原子力開発の歴史

イン ドネシア原子力庁は,1988年12月 にそ

の前身である原子力委員会創設か ら数 えて30

周年 をスルポンの原子力研究施設で祝 った。

スカル ノ前大統領には,イ ン ドのネール首相

と同様次の時代は原子力利用という認識があ

り,1954年 のアイゼンハワー大統領の原子力

の平和利用宣言 と共に原子力研究所の設立 を

進め,1964年 には,米 国から輸入 した トリガ

型のスイ ミングプール型研究炉をバ ン ドンに

設置 して臨界に成功 した。 この原子炉は当初

750kWの 定格出力であったが,そ の後改造 して

現在は定格1MWと なっている。主に放射性

同位元素の生産や 中性子の ビー ム実験,化

学 ・生物の実験に使われた。この原子炉に続

いて,イ ン ドネシア独 自で教育研修用の小型

原子炉 をイン ドネシアで唯一原子力関連の学

科を持つガジャマダ大学のあるジョクジャカ

ルタに設置す る計画が進んだ。この原子炉は,

1979年 に臨界に達 した。現在この施設は,イ

ン ドネシアで唯一の学部レベルの原子炉工学

に関する常設コースを開設 している。対象 と

なる研修員は,イ ン ドネシア原子力庁の職員

及び,ガ ジャマダ大学の学生 ・職員である。

こうして蓄積 した原子力工学に関す る経験

を基に,1980年 代から新たに研究所 を統合す

る目的で計画されたスルポンの原子力研究施

設用地内に多目的研究炉,MPR-30及 びそ

の付帯施設の建設 とい うプロジェクトが始ま

った。このプロジェク トは,イ ン ドネシアに

5×1014と いう世界の第一線の研究炉にひけ

を取 らない高中性子束の研究炉を建設し,イ

ン ドネシアで本格的な原子力技術の研究をイ

ン ドネシア人の手で進めて行 こうとす る野心

的な国家プロジェク トである。この研究炉は,

イン ドネシアに対 して,当 初から国際原子力

機関が20%以 上の濃縮ウランの供給 を認めな

かったため,世 界で初めて低濃縮の燃料 で高

中性子束をね らう原子炉 となった。その後カ

ーター大統領が全面的に将来は20%以 上の濃

縮ウランの利用 を研究炉について も認めない

方向を示 したので,こ のイン ドネシアの研究

炉が結果的に20%濃 縮ウランで現在の高中性

子束 を実現させ る世界で最初のモデルケース

となった。研究炉の受注については,米 国の

ゼネラルア トミック社 と西独のインターア ト

ム社が最後まで競 ったが,最 終的に,西 独の

インターア トム社が受注した。その外に付帯

施設 として表一3に 示すように,8つ の研究

施設が完成 または一部建設中である。これら

の施設は,約32ヘ クタールの敷地に建設され

てお り,400億 円程度の外貨が投入されている

と言われている。

この研究炉利用の目的 として,大 型の研究

炉の運転管理に関す る経験を積み来るべ き原

子力発電の導入に際 して十分な経験を積んだ

技術陣,そ して運転員を確保 してお くことを

考えていることは言うまでもない。既に研究

炉の運転管理部門から発電炉の炉心評価に関

す る作業チームが発足している。

研究炉利用の研究目的 としては,主 に次の

3つ が考 えられている。
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1.中 性子 ビームを用いた物性 その他の

材料研究

2.核 燃料 を始め とする原子炉材料の照

射研究

3.放 射性アイソ トープの生産

中性子ビームを用いた材料研究は,研 究炉

を利用 した研究 の代表的な研究 テーマであ

り,中 性子散乱実験や中性子によるラジオグ

ラフィー(非 破壊検査)等 が対象 となる。 こ

れ らは,非 常に高度な技術であるが,研 究炉

利用には,常 に付随 して くるテーマであ り,

発展途上国と言えども研究炉 を導入す るに当

たっては,大 きな研究テーマの一つ としてこ

の基礎分野の研究を進めて行かなければなら

ない。核燃料の照射試験は,イ ン ドネシア原

子力庁で試作 した動力炉用の燃料 を照射 しよ

うとするものである。試験装置として炉心で

長期間照射す るほかに,原 子炉の負荷追従運

転を模擬 したパワー ランプテス ト装置も設置

されている。放射性アイソ トープの生産は,

医療用,工 業用のアイソ トープを生産 し,国

内及び海外に輸出す ることを考 えている。

そのほか,放 射性廃棄物の処理施設や国内

用のX線 管 を供給 しようとするエンジニアリ

表 一3多 目的研 究炉MPR-30と その付 帯施 設一 覧

施 設 名 契約国 施 設 概 要 完成予定

研 究炉 燃料 製 造施 設 西 独 研究炉用燃料の製造 完成済

(酸化 、 アル ミナ イ ド、 シ リサ イ ド燃料)

多 目的研 究 炉MPR-30 西 独 ス イ ミングプー ル 型研 究炉(出 力30MW) 完成済

放 射 線 冶 金 研 究 所 西 独 照射 後 試験 施 設(ホ ッ トラボ ラ トリー) 91

工 学 的安 全 性 研 究所 イ タ リア 熱水力安全性研究(熱 ループ試験装置) 90

実 験用 燃 料 製造 施 設 イタ リア 動力炉用燃料製造施設(実 験用燃料の製作) 完成済

原 子核 メカ ノエ レ ク トロ カ ナ ダ 工 学 セ ン ター(大 型構 造物,電 子 回路 の製作 ・補 修) 完成済

研 究 所

放射性廃棄物処理施設 フラ ンス 放 射性 廃棄 物 の 固定化(セ メン ト固化,焼 却,減 容) 完成済

放 射 性 ア イ ソ トー プ 米 国 照 射 ター ゲ ッ トか らのア イ ソ トー プ の分離 ・精 製 完成済

生 産 施 設 (医療用 、工 業用)

中性子 ビーム利用施設 日 本 中性子ビームを利用した物性研究 93

(中性子 回折 、 中性子 ラジ オ グラフ ィー)
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ングセンター,サ イクロ トロン,原 子炉の熱

水力 を解析す る工学安全研究センターなどの

施設が整えられている。

次に原子炉以外の原子力関連技術 の開発に

ついて述べ る。 イン ドネシア原子力庁は,ジ

ャカルタ郊外のパサールジュマッ トに放射線

利用研究センターを持 ち,放 射線利用に関す

る研究を続けてきた。この研究センターには,

国際原子力機関の地域協力プロジェクトによ

り,ガ ンマ線照射施設 と低エネルギー電子線

照射施設が完成 している。 ここでは,放 射線

による天然 ゴムラテックスの放射線架橋や食

品照射,合 板の表面処理などが研究 されてい

る。天然 ゴムの放射線架橋については,既 に

パイロット規模の照射施設が完成 してお り,

一部研究用以外に試験的に照射 したラテック

スを民間に供給 している。 これらの研究成果

は,着 実に上がってお り,現 在は,産 業への

技術移転 を進めて行 く計画 となっている。 こ

れ らの施設における放射線の利用経験は,原

子力発電導入への技術的支援の一助 となると

考えられる。

放射線の管理については,イ ン ドネシア原

子力庁の放射線防護 ・標準センターが被爆管

理,測 定器の較正 を行 っている。

3.ス ル ポ ン研 究 セ ン タ ー の概 要

現在イン ドネシア原子力庁には,1MWの

トリガ型原子炉を中心 とす るバン ドン研究セ

ンター,100kWの 教育用原子炉 を中心 とするジ

ョクジャカルタ研究センター,ガ ンマ線照射

施設 ・低エネルギー電子線照射施設を持つア

イソ トープ ・放射線利用研究センターやウラ

ン鉱石 を研究 しているセンター,放 射線管

理 ・標準を行っているパサールジュマ ット研

究所群,30MWの 試験研究炉を中心とするス

ルポン研究センターの4つ の大 きな研究所 と

カリマンタン島のウラン鉱石採鉱現場,中 部

ジャワの原子力発電所立地候補地に現場事務

所がある。 これ らの研究所の内,最 新の設備

を投入 したスルポン地区には,若 い研究員を

積極的に集めて勢力的に研究活動を進めてい

る。ここではスルポンの研究施設の概要 を紹

介することとする。

スルポンの研究 センターの中核 を成すの

は,多 目的研究炉MPR-30で ある。 この研

究炉は現在初代の原子力庁長官,SIWABES-

SY氏 の名前をつけてRSG-GAS(多 目

的研究炉G.A.SIWABESSY)と 呼ばれて

いる。 この研究炉の概念図を図一1と して示

す。この研究炉は開放型の強制冷却 スイミン

グプール型の研究炉である。炉心から水面 ま

で13メ ー トルの深さがある。燃料は,低 濃縮

で高中性子束 を得るために,ウ ランの密度 を

上げなければならないので,当 時西 ドイツで

開発 していた酸化燃料(U308)が 用い られ

た。一方 日本では,研 究炉の低濃縮化の為に

金属 ウランを用いたアル ミナイ ド型の燃料が

採用された。 これ らの燃料は,何 れ も現在で

は過渡的な燃料 と考えられてきてお り,最 終

的にはMPR-30も よりウラン密度を上げる

ことが可能 なシリサイ ド型の燃料に置 き変わ

るもの と考 えられている。燃料は平板型で21

枚 を一つの燃料要素にまとめている。冷却は

軽水を用いて反射体にベ リリウムのブロック

を用いている。 このブwッ クに6つ の中性子

導管が結ばれてお り,そ の中の一つが となり

の中性子ビーム実験棟に結ばれる計画 となっ

ている。

照射施設 としては,炉 心のす ぐ脇へ放射化
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分析のため水力ラビッ トが4系 列,エ アーに

よるラビットが1系 列つながっている。炉心

内には,4つ の照射孔(主 に放射性アイソ ト

ープの生産用)と 中央部に大 きな照射孔(動

力炉燃料の照射用)が 予定 されている。その

他,原 子炉の負荷追従運転に備えた出力変動

試験装置(パ ワー ランプテス ト装置)が 設置

されている。この装置のす く横 には出力変動

試験を終 えた後の燃料や照射試験 を済ませた

燃料の健全性を調べ るための非破壊試験用の

中性子 ラジオグラフィーが準備されている。

その他非破壊検査用 としてプール上部に3つ

のホットセルが完備 してお り燃料のスウェ リ

ングの様子や コリメータを通 じたガンマ線の

スキャニングをすることが可能である。また,

原子炉炉心に近接 した所に,7イ ンチのシ リ

コン単結晶まで照射可能な中性子 ドーピング

施設が据 え付けられている。また,イ タ リア

多 目的 研究 炉MPR-30概 念 図

の技術協力によりインパイルループが近 日中

に据 え付けられる予定である。

多目的研究炉MPR-30は,1982年 に契約

し,1983年 に着工 し,1987年6月 に臨界に達

した。同年8月 にスハル ト大統領の出席を得

て落成式 を行 った。 その後原子炉はい くつか

初期 トラブルに見舞われたが,1988年10月 に

初期炉心の目的出力10.7MWに 達 し,1989年

11月には第3炉 心で18.4MWを 達成 した。定

格の30MWに は,1991年 初頭に到達予定であ

る。

多目的研究炉MPR-30の 付帯施設 として

原子炉 と同時に完成 したのが研究炉燃料製造

施設である。この施設は,西 ドイツのニュー

ケム社か らライセンスを導入 して建設された

ものである。現在ニューケム社の研究炉用燃

料製造部門は,フ ランスのセルカ社に吸収 さ

れているが,ラ イセンスについては,移 動は
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なくイン ドネシア原子力庁 で製造された燃料

については,技 術料 をどこにも払わないでよ

いこととなってい る。 この施設は,ウ ラン燃

料 をフッ化物の形で搬入 して,こ れ を酸化ウ

ランまで変換する工程が第一工程 となってい

る。 これを更に4フ ッ化ウランを経由して金

属 ウランに還元す る工程 も持 ち合わせ てい

る。 こうして得 られたウラン燃料を用いて現

在MPR-30用 の酸化燃料 と米国の技術協力

を得て製作 したシ リサイ ド燃料が生産 されて

いる。当初は,劣 化 ウランを用いて製作技術

の修得 に努め,平 成2年 に初めてイン ドネシ

ア原子力庁で製造 した燃料がMPR-30の 炉

心に装荷 される予定である。イン ドネシア原

子力庁では,酸 化物燃料については自信を持

っているが,シ リサイ ド燃料については,当

面1体 を炉心に入れて1年 間照射試験を行 う

予定でいる。

その次に完成 したのが放射性廃棄物処理施

設である。この施設は1988年12月 に落成 した。

設計はフランスのSGN社 が行った。放射線

管理区域での作業衣のラン ドリーサー ビス と

放射性廃液の受け入れ,蒸 発管による液体廃

棄物減容処理系がある。 ビニール等の固体廃

棄物についてはパッキングによる減容処理 を

行 う。 また,焼 却炉 も準備 中である。液体廃

棄物については,本 格的なセメン ト固化によ

る廃棄物の固定が行われる。放射性アイソ ト

ープ製造施設から生 じる核分裂生成物 を含む

廃液や核燃料製造施設からのウランを含む廃

液は,今 の所 この施設では処理 されない事 と

なっている。

1989年12月 には,放 射性アイソ トープの製

造施設 と実験用核燃料製造施設が落成 した。

また,情 報処理センター,機 械 ・電気エンジ

ニア リングセンター,そ して材料科学研究セ

ンター も活動 を始めた。放射性アイソ トープ

生産施設は,米 国 ジェネラルア トミック社の

技術によ り完成 したもので日本に もない本格

的な医療用のテクネチウムの生産施設 を初め

とする分離用ホットセル,移 動用の コンベア

ーシステム,品 質保証用の機器類が揃 ってい

る。生産は,主 に93%濃 縮のウランを塗布 し

たステンレスキャプセルを照射 して核分裂生

成物か ら目的 とす る核種 を分離する。一部の

核種については,中 性子によるn一 ガンマ反

応による生産を考 えている。また,医 療用の

KITを 生産す るため,超 クリーンルームを

用意 して生産す る体制にある。

実験用核燃料製造施設は,イ タリアのアン

サル ド社 の技術に よ り建設 された ものであ

る。この施設は,当 初重水炉用の燃料製造用

に設計 されていたが,イ ン ドネシアでは,現

在最初の動力炉は軽水炉の可能性が高いので

この施設を用いて,ジ ルコニウム被覆の軽水

炉試験用燃料の製作が計画されている。この

施設には,イ エローケーキか ら酸化 ウランの

形に精製するプロセスが付随 している。

情報処理 センター は,米 国製のVAX-

8550と い うスーパー ミニコンを設置して,原

子炉の核計算や熱水力計算を行っている。エ

ンジニア リングセンターは,現 在輸入に頼っ

ているX線 管の国産化 とこの施設で要求され

る補修の為の大型構造物の加工 を行 う予定で

ある。材料科学研究センターは,中 心 となる

中性子ビーム関連の施設はまだ完成していな

いが走査電子顕微鏡ほかの基礎的な物理 ・化

学の測定機器 を整備 しつつある。

これ らの施設の外に,1990年 末までに完成

予定の施設として,工 学的安全性試験センタ
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一,照 射後試験研究センター,そ して1993年

完成予定の中性子ビーム試験施設が現在建設

中である。工学的安全性研究センターは,原

子炉に於ける熱水力関連の試験研究 を原子炉

を模擬 したループ を作 り安全性を確認するも

のである。ループ としては,軽 水炉 を模擬 し

たループ(標 準の1バ ン ドルで実験可能)と

蒸気発生器を模擬 したループがある。また,

多目的研究炉の炉心内にインバイルループを

設置す る予定である。

照射後試験研究センターは,西 ドイツのコ

ンソー シャムが現在建設中であ り,3つ のホ

ットセルを持 った施設である。 ここでは照射

後の燃料を切断した りしてその健全性 を確認

す る。

最後に完成予定の施設が中性子ビーム試験

施設である。 この施設は,原 子炉か らの中性

子導管の設置についてフランスのアルカテル

社が技術指導 し,中 性子利用施設は日本の コ

ンソー シャムが受注 している。

4.日 本 との 技 術 協 力

日本 とイン ドネシアで最初に研究協力が結

ばれたのは,イ ン ドネシア原子力庁 と日本原

子力研究所の高崎研究所が放射線の利用に関

して1984年 に結んだ研究協力取 り決めであ

る。 これによ り,放 射線利用に関する両国間

の協力が始まった。同協定は,国 際原子力機

関の地域協力プロジェクトと共にイン ドネシ

アの放射線利用に関す る技術水準の向上に大

いに貢献 した。尚,同 協定は,1989年4月 に

更に5年 延長することが決まった。

研究炉に関する技術協力が始まったのは,

1985年 に日本政府が国際協力事業団(JIC

A)を 通 じてイン ドネシア政府に中性子回折

装置の無償単独機材供与 を決めてか らであ

る。 この装置は,1987年 に多目的研究炉MP

R-30の 実験ホールに搬入され,1988年 には,

中性子ビーム試験を終えてイン ドネシア側に

引き渡された。これを機に国際協力事業団に

よる原子力関係の個別専門家の派遣事業がス

ター トした。そして1988年3月 には,日 本原

子力研 究所 とイン ドネシア原子力庁 との間

で,新 たに研究炉利用 と安全,放 射性アイソ

トープの生産 と利用,放 射線防護 と放射性廃

棄物の管理 について研究協定を結んで研究炉

利用についても積極的に技術支援 を進めて行

く事 となった。

民間べ一スでは,海 外電力調査会が窓口と

なって原子力発電の技術的な事に関す るセ ミ

ナー を1987年 から毎年開いている。

5.今 後 の 展 望

スハル ト大統領は1989年8月 に原子力発電

のイン ドネシアへの導入に関するフィージビ

リティースタディーを,中 部 ジャワのム リア

地区を建設候補地 として進めるようイン ドネ

シア原子力庁長官に指示 した。更に1989年12

月のスルポン原子力研究施設の落成式典に於

て,2010-15年 のイン ドネシアの電力需要 を

27,000MWと 推算 し,7,000MWを 新たに電源

立地 しなければならないと説明 した。そして

この不足分を原子力発電他の新エネルギーで

賄わなければならないとすると共に原子力の

安全性に触れ,十 分に気を付けて運転すれば,

原子力発電の安全性は確立されていると述べ

た。 これらの発言を受けてイン ドネシアの電

源開発計画が見直されていると伝 えられてお

り,イ ン ドネシアが どの時点で原子力発電の

導入を考えるのか2010年 までの電源開発計画
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の発表が注 目されている。原子力発電の導入

に関しては,過 去国際原子力機関 と米国ベク

テル社が1980年 代前半に行っている。 また,

立地候補 地の地質的安全評価 につ いては,

1980年 代半ばにイタリアが調査報告を行い,

フランスがその レビューを行 っている。地質

的には日本に極めて近いと言われてお り,日

本からの技術移転が特にサイ トの地震学的安

全性 に関 して望 まれる。

新聞報道によると原子力発電所の立地に関

するフィージビリティー調査は,4年 ぐらい

かかると考 えられてお り,そ の後安全審査 を

経て建設にはいるとすると最 も早 く進んだと

して2000年 代前半 という原子力発電の導入時

期が考えられる。いずれにせ よ,実 際に建設

するには膨大な資金が必要であり,BOT方

式(建 設主体が運転 も行い売電収入で建設資

金を回収する)な どの資金調達 も議論されよ

う。BOT方 式で発電す る場合電力料金は国

の裁量で決めることになっているので,資 金

の回収は困難であると指摘する向きもある。

イン ドネシア周辺の国を見ると1989年8月

のアセアンサ ミットでは,マ レー シアのマハ

ティール首相 も将来的な原子力発電の導入に

関して積極的な発言 をし,ス ルポンの多目的

研究炉MPR-30を 利用 した共同研究の可能

性 をスハル ト大統領に打診 した。また、 タイ

も原子力発電の導入について真剣に検討 を始

めているとの事である。

この様に21世 紀にかけて原子力発電の導入

を真剣に検討 している国 として中国に続いて

アジア地域でイン ドネシアの名前が挙がって

きている。今後のイン ドネシアの原子力政策

の動向が注 目される。(ふもと ひろみち 日

本 ・イン ドネシア科学技術フォーラム〉
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新型原子炉 の研究開発 につ いて

栗 山 和 重

1.ま え が き

近年,CO2の 増加による温室効果,酸 性雨に

よる森林等の被害等地球規模の環境破壊が問

題になってきてお り,将 来,発 展途上国を中

心にエネルギー需要が大幅に増加す ると見込

まれ,今 後のエネルギー政策が問題 となって

きている。

また,TMI,Chernobyl事 故が起 こり,

一旦原子力発電所の事故が発生 した場合
,そ

の影響範囲が大 きいことから,反 原発の動 き

が活発化 し,ス ウェーデン,イ タ リア等にお

いて,原 子力発電所の廃止,増 設中止を決定

していること,ア メリカにおいて1978年 以降

原子力発電所の発注がないこと,我 が国にお

いても,新 規立地点の開発が進 まないこと等

原子力発電所の建設が進みづ らくなってきて

いる。

そこで,こ れらを打開する1つ の方策 とし

て,よ り安全な原子炉の開発が提唱され,各

方面で色々なアプローチが進められ,固 有安

全炉や静的炉等の概念が検討されて きた。

ここでは,去 年の夏にアメ リカで開かれた

2つ の国際会議 を中心に新型炉の研究開発状

況 を紹介す る。

2.第2回SMSNRセ ミナ ー 会 議 よ り

第2回SmallandMediumSized

NuclearReactors(以 下SMSNR)セ ミナ

ー が 米 国SanDiegoに お い て
,Post

SMIRT会 議 と し て,1989年8月21日 ～23日

に 開 催 され た。 この 会 議 に は,約20ヵ 国,約

150人 の 参 加 者 が あ っ た 。こ の会 議 で は,環 境

問 題 とエ ネ ル ギ ー 消 費 量 か ら,今 後 の エ ネ ル

ギー の 在 り方 に つ い て の 議 論 か ら始 ま り,現

在 検 討 中 の 中小 型 原 子 炉 の 紹 介 等 に つ い て 行

わ れ た 。

会 議 の 主 な 内 容 に つ い て,以 下 に紹 介 す る

と,

・世 界 の エ ネ ル ギー 消 費 量 の伸 び は
,鈍 化 し

て い るが,依 然 伸 び 続 け て お り,特 に 電 力 消

費 量 は,エ ネ ル ギー 消 費 量 の伸 び よ り高 くな

っ て い る。(現 に ア メ リカ 等 で は,電 力 が 不 足

ぎみ に な っ て 来 て い る。)

これ らの伸 び を支 え る に は,化 石 燃料 か 原

子 力 の 利 用 に 頼 る しか な い。

・IAEAの 予 測 に よ る と
,先 進 国 で の 原 子

力 の伸 び率 は,電 力 消 費 量 の 伸 び率 に 一 致 し,

途 上 国 に 置 い て は,原 子 力 の シ ェ ア が伸 び 続

け2005年 まで に 投 入 され る 原 子 力 発 電容 量 の

25%が 途 上 国 に 設 置 され る と予 想 して い る。

・現 在
,各 国 で 中小 型 炉 の研 究 開 発 が 進 め ら

れ て い るが,最 近 の 原 子 炉 の 設 計 の 取 組 は,

フ ラ ン ス,西 ドイ ツ,日 本 等 は,大 型 炉 の 改
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良を中心に行 ってお り,ア メリカでは,並 行

して,小 型炉の開発,さ らに,高温ガス炉,増 殖

炉の開発 も進めている。スウェーデン,イ ギ

リス等では,主 に小型炉の開発 を進めている。

アメリカにおける開発状況をさらに紹介す

るため,NRCの 報告を引用すると,

NRCの 新型炉の開発では,(1)改 良型軽水

炉(2)新型軽水炉(3)新型の非軽水炉 を考 えてお

り,こ れらを表1に 示す。

これ らの原子炉についても,従 来 と同様,

深層防護思想による安全確保の考え方は,変

わらない。また,炉 心損傷確率は,10-5/

炉 ・年以下 である必要がある。

改良型軽水炉での問題点は,severeacci-

dentの 扱いに関す るものが問題 となってい

る。

新型軽水炉についても,同 様に考 えなけれ

ばならない。

更に,新 型原子炉(新 型軽水炉,新 型の非

軽水炉)に ついては,つ ぎの共通 した目標 を

掲げている。

・標 準 化 した 設 計 認 定

・設 計 の 単 純 化 と安 全 性 の 向 上 を静 的 安 全 シ

ス テ ム に よ り達 成

・ヒュ ー マ ン ・エ ラ ー の 排 除

・小 型 化(モ ジ ュ ラー 化)

新 型 の 非 軽 水 炉 に つ い て は,以 下 の 項 目に

つ い て さ らに検 討 す る必 要 が あ る 。

・事 故 の 範 囲

・ソー ス ター ム の 決 定

・深 層 防 護 の 決 定

・緊 急 時 計 画 の 決 定

・制 御 室 設 計 等

現 在,新 型軽 水 炉 と して,AP-600の 検

討 が 始 ま っ て い る。

新 型 の 非 軽 水 炉 の検 討 に つ い て は,原 型炉

が 必 要 で あ り,設 計 認 定 も先 に な る。

そ の 外,こ の セ ミナ ー で は,SIR(CE

等),SPWR(原 研),PIUS(ABB),

PRISM(GE),HTR(IA,GA)等

に つ い て,設 計,安 全 解 析,経 済 性 等 に つ い

て 紹 介 が あ っ た。

表1NRCに おけ る新 型原 子 力炉 開発

REACTORCONCEPT DESIGNCHARACTERISTICS

Category Type
UnitOutput

(MWe)
Coolant Moderator CoolantTemp.

@CoreOutlet DesignerメCountry

AdvanccdLWR
Evolutionary

ALWR
(CE80+,ABWR)

1200 Water Water
600F
-615F W,GE,CE/US.

PassiveALWR
(AP600,SBWR)

600 Water Water 600F W,GE/US.

Developmental
LWR

IntegralLWR
(SIR)

325 Water Water 600F C-E/U.S.

IntegralLWR
(PIUS)

640
(+Var)

Water Water 500F ABBAtom/Sweden

AdvancedHWR CANDU-3GO 450 HeavyWater HeavyWater
(Calandria)

590F AECLICanada

Other
Developmental

Reactors

HTGR
(MHTGR)

135

(×4)
Helium Graphite 1268F GA/U.S.

LMR
(PRISM)

165

(×3)
Sodium N/A 905F GA/U.S.
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3.IAEAシ カ ゴ会 議 よ り

InternationalWorkshoponTheSafety

ofNuclearInstallationofTheNext

GenerationandBeyondが 米 国Chicago

に お い て,1989年8月28日 ～31日 に 開 催 さ れ

た。こ の会 議 に は,約18ヵ 国,約200人 の 参 加

者 が あ っ た。 こ の 会 議 は,環 境 問 題 か ら,今 後

の エ ネ ル ギー 政 策 に つ い て エ ネ ル ギ ー 効 率 の

向 上 とエ ネ ル ギ ー の 中 で 非 化 石 燃 料 を増 や す

必 要 が あ る。現 状 の エ ネ ル ギー の 中 で は,原 子

力 が 有 望 で あ る 。さ ら に,増 加 す る た め に は,

安 全 性 の 向 上 が 必 要 で あ る等 が 議 論 され た 。

会 議 の 主 な 内容 に つ い て,紹 介 す る と,

・地 球 の 温 室 効 果 や 酸 性 雨 の 影 響 に つ い て
,

説 明 が され,こ れ を減 少 させ る に は,非 化 石

燃 料 を増 や し,省 エ ネ ル ギー を し なけ れ ば な

らず,さ ら に,今 後 の エ ネ ル ギー 消 費 量 か ら,

2030年 頃 に は,約2000基 の 原 子 炉 が 必 要 とな

っ て くる こ とが 指 摘 さ れ た 。

プ ラ ン トの安 全 の 向上 策 の 取 り組 み 方 に つ

い て,国(個 人)毎 に,異 な り,現 行 炉 の 改 善 に

よ る向 上(フ ラ ン ス,西 ドイ ツ等),単 純 化,静

的 化 に よ る 向 上 や 固有 安 全 性 を持 つMHTG

R,MFRの 開 発 に よ る 向上 等 が 上 げ られ た。

結 論 と して,環 境 問 題 に 対 して,原 子 力 は,

非 常 に 有 効 な 手 段 で あ り,今 後 原 子 力 を有 効

に 活 用 す る に は,よ り安 全 な 原 子 力 が 必 要 で

あ り,一 つ に は,現 在 の 炉(軽 水 炉)を さ ら

に安 全 性 を向 上 させ た 原 子 炉(改 良 型 軽 水 炉,

新 型 軽 水 炉 等),一 方,そ れ 自身 の 持 つ 安 全 性

を利 用 した 原 子 炉(固 有 安 全 炉MHTGR,

MFR等)の 開 発 が 必 要 で あ る。

この 開発 に は,国 際 的 な協 力 が 望 まれ る。

4.ア メ リカにおける新型炉開発状況

先に述べた様 に各国で新型炉の開発が進め

られているが,官 民一体 となって開発 を進め

ているアメ リカにおける新型炉開発状況につ

いて,参 考 として紹介する。

アメリカでは,1983年 にMITに よ り,今

後の原子力発電所の建設を再開させ るために

は,大 幅に単純化 を図った原子炉開発が必要

であることが提言された。

それを受けて,DOE,EPRIに よる新

型炉の開発が始まった。

表2に 示すようにこの計画は,大 型軽水炉,

静的小型軽水炉に関して行われて きている。

EPRIは,電 力を中心にそれぞれの炉形

に対 して設計要求書の作成及びプラント設計

概念を確立することを目標 としている。

さらにDOEが これ らの開発 をサポー ト

し,検 証試験,詳 細設計,NRCの 設計証明

取得等をメーカと行 っている。

DOEは,こ の計画で1989年 の9月 に,A

P-600(WH),ABWR(GE)に しぼ

り,研 究開発を行 うことを決定 した。

5.日 本型中小型軽水炉の開発の背景 と目標

(1)開 発の背景

日本では,改 良標準化,高 度化計画に代表

されるごとく従来 より一貫 した原子力ポリシ

ーが確立 されてお り,官 民一体 となった協力

体制 と相侯 って高信頼度水準の軽水炉運転実

績を展開できるようになった。

改良標準化(第 一次～第三次)の 中で も一

貫 して掲げられた指標は,

・ 高信頼度技術 と高い安全水準の維持

・ 安定 した電力供給のための高稼動率プ
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ラン ト実現への挑戦

・(作 業員の受ける)放 射線量の極限ま

での低減化努力

・ 廃棄物量の抜本的低減

などであり,国 内外のプラン トの運転実績に

・ さらに保守性,信 頼性 を向上させ る

・ 老朽原子力プラン トの代替(廃 炉措置

後の跡地利用,原 子炉の運転終了に合 わ

せてサイ ト空き地に新規プラン トを建設

出来る可能性がある等)

表2EPRI/DOE改 良 型軽 水炉 開 発 プ ログ ラム

研 究 1985 1986 1987 1988 1989 1990 iggl 1992 1993 1994 1995-1998

静

的

小

型

軽

水

炉

EPRlプ ロ グラ ム

・フ ェー ズ1

・フ ェー ズII

・電 力設 計 要求 書 作成

・フ ェー ズm

GESBWR
WHAP-600
B&W

GESBWRWHAP-600

響

・DOEの プ ログラム と平 行 して

研究が続 けられる見込 み
1

1

1昼量15昌

DOEプ ロ グラ ム

・検 証試 験 ・設計

・NRC設 計 証 明取 得

(予 定)

GE5件WH3件

2つ の プラン トにつ いて実施

NRC認 可

▼

1

大

型

軽

水

炉

EPRlプ ログ ラム

・電 力設 計要 求 書作 成

GEABWRCESYSTEM80+
1

o

DOEプ ログ ラ ム

・NRC設 計 証 明取 得

GEABWRCESYSTEM80+

裏 付 け され るProven技 術 の 採用 と,Test

beforeuseの 慎重な開発 ・改良姿勢がべ一 ス

となって目標が達成 されてきた。これらの背

景の下で,改 良型軽水炉(ABWR/APW

R)が 大型軽水炉 として開発が完了し,高 い

安全性・信頼性 と経済性が示されるに至った。

また,近 年,電 力需要の伸びが大 きくな り,

電源確保の必要性が叫ばれていることか ら,

さらに,以 下の点を中心に今後解決 を図 る必

要のあると思われる課題が考えられる。

① 新規立地が困難

・ 立地可能な地点の拡大(狭 い土地 ,内

陸,都 市近接,埋 め立て,バ ージ等への

立地)

② 経済性の向上(原 油価格,円 高において

も原子力の経済性上の優位 を維持する)

・QC ,QAの 容易化,規 制の容易化,

安全性,信 頼性向上,保 守容易化

・ 電源の大規模遠隔化に伴 う送電コス ト

増大,系 統安定性低下への対応

③ 酸性雨,CO2放 出対策等への対応

・ 熱源 としての化石燃料使用の抑制(原

子力の多目的利用)

④ 国際協 力(licensingの 協力,輸 出,国

際的貢献)

⑤ 電力需要の伸びの急激な変動への対応容

易化(建 設期間短縮,プ ラン ト規模 シリ

ーズ化)

従って,今 後の軽水炉の高度化展開として
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は,改 良型軽水炉(135万kW)と 共存ないし,

さらに競合 し,か つ上記課題になん らかの対

応が可能 と考 えられる新概念に基づ く中小型

軽水炉の開発が重要テーマの一つ となる。

日本では,改 良型軽水炉(ABWR/AP

WR)が 大型炉の代表プラン トとして開発は

国内のいかなる

電力ニース
にも適合

・ 国 内 に お い て 採 用 され て い る

"P
reventionMaintenance"の 思 想 に代

表 され る よ うに 故 障,ト ラ ブ ル の 予 防 保

全 に 力 点 を 置 い た運 転 の しや す い プ ラ ン

トで あ る こ と。

・ 深 層 防 護 思 想 に 基 づ い た十 分 な安 全 設

世界のニーズに

適合した
グローバル

原子炉の供給

⇔ 出 力 シ リー ズ化 プ ラ ン トの 開発(135～30万KW)⇒

・改 良型 軽水 炉 出力 シ リー ズ

(135万KW～90万KW)
・大 型 に比肩 す る 中小 型軽 水炉

(90万KW～30万KW)

改 良 型 軽 水 炉(ALWR-135万KWの 開 発 完 了)

一貫 した原 子 力

梨 言福 る開発縫(
一一貫 した安全規 制

良好 なプ ラ ン ト
運転 実 績

う 一工 ・セレン ・マネージーエ クセレン トオペ レー タ

ーエクセレン トコンポーネン ト

官 民 一体 協 力

図1

完了しているが,こ の高度化計画では開発途

上国を含めた全世界のニー ズに応えるべ く日

本型プラン トの特性を維持 したグローバルな

原子力プラン トを完成 し国際的にも貢献する

とい う観点か ら大型炉 ～小型炉 に至 り,性

能/経 済性の両面からの改善 を図ることが,

目標 となる。以上の関係 を図1に 図示 した。

(2)日 本型中小型軽水炉の目標

日本型軽水炉の特徴は,日 本での運転実績

に基づ く高い信頼性,安 全性 を維持 したプラ

ン ト特性 を有することであ り,日 本型次世代

軽水炉 としては,

・Keyと なる機器,設 備の性能,信 頼性

が著 しく高いこと

従 って 日本 でのProvenTechnology

に十分裏付け られた技術 をべ一スにする

こと。

開発の背景と目標

備 を確保 していること

が前提 となる。

これらをふ まえた日本型中小型軽水炉のプ

ラン ト特性は,以 下の要求事項 を満 たす もの

である。

① 改良型軽水炉 と同程度以上の経済性 を有

す ること

すなわち,発 電単価が大出力炉 一小出力

炉で等価 なこと。

特に,中 小型軽水炉では,簡 素化,静 的

化に基づ く新概念によ り超工短技術,系 統

簡素化の採用が容易であ り,建 設単価 の低

減を図る。

また,炉 心出力密度の低い特徴 を活か し

た長期 サ イ クル運転 に よ り高 い稼動 率

(～95%)を 実現する。

② 運転性,保 守性の面で使い勝手のよいプ
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ラン トであること

安全裕度の拡大による運転性の向上 を図

る。

「使 い勝手のよいプラン ト」は,

"P
reventionMaintenance"を より完全 に

遂行する上で も重要な要因である。

特に中小型軽水炉では,メ インテナンス

フ リー設計の適用範囲拡大が容易なことも

あって,保 守面での作業軽減 を図 る。

③ 立地面での選択が広がること

設備簡素化等 を図った小型軽量プラン ト

であ り,か つ,プ ラン ト1基 当た り敷地 占

有面積が小 さいという,中 小型軽水炉の特

徴 を生か し,耐 震性の向上(免 震 を適用 し

易い),狭 あいサイ トでの立地性向上 を図

り,立 地面での選択を拡大する。

④ 標準化適用範囲が拡大 されていること

設備簡素化等 を図った,小 型軽量プラン

トという中小型軽水炉の特徴を生か し,耐

図る。

⑤ 長寿命化プラン ト対応技術 を採用するこ

と

低出力密度の炉心を採用できるので原子

炉圧力容器の寿命は伸びる。

この特徴を生かすために,各Keyコ ンポ

ーネン トについてのRepairbilityを 向上

し,長 寿命化要求 に応え られ るよ うにす

る。

⑥ 高い安全性 を有すること

日本型中小型軽水炉の安全性は,改 良型

軽水炉(ABWR/APWR)と 同等以上

の水準を目指す ものである。

中小型軽水炉 としては,安 全余裕 を確保す

る上で,系 統の簡素化,パ ッシブ化等はいか

に経済的に,簡 単に実現できるかとい う観点

か ら十分 な検討 を行ってゆ くべ きである。

以上 をまとめて,図2を 作成 した。

日 本 型 中 小 型 軽 水 炉

倉

プ ラ ン ト性 能 向 上

・安全性(改 良型炉 と同程度以上)
・稼働率(-95%)
・運転性、保守性
(使い勝手の良いプラント)
(メンテナンスフ リー)
・長寿命化(リ ペラピリティー)
・出力(30-90万KW級)

経 済 性

・改良型炉 と同程度以上

(建設単価,発 電単価)

建 設容 易化

・立地性(耐 震 ,コ ンパ

ク ト化)

・工期短縮(超 工短)

機 器 の

静 的 化 ぐコ

(Passlve)

系統設備の 運転 ・保守の

簡 素 化 ・単 純 化

(Simplify)

図2日 本型中小型炉の目標

ゆ

震設計上の制約のフ リー化,工 場製作範囲

の拡大を図ることにより,サ イト固有の条

件に左右 されることな く標準化適用範囲を

さらに拡大 し,許 認可性,経 済性の向上を

プ ラ ン ト設 備 の

標 準 化 拡 大

(Standardlzatlon)

日本型中小型軽水炉の 目標 を,経 済性,プ

ラン ト性能向上,建 設容易化の3つ のグルー

プに大別 して示 してお り,ま た最終的な中小

型軽水炉の成立要件 としては,経 済性である
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ことを強調 している。また,こ れらの目標を

実現す るためのフィロソフィー,考 え方 とし

ては,簡 素化 ・単純化,静 的化,標 準化拡大

の3つ を選定している。この3本 柱の中心で

ある 「簡素化,単 純化」は,系 統設備の合理

化,シ ステムの単純化を意味し,そ の中で,

運転余裕が拡大されるもので,こ の「簡素化・

単純化」は,プ ラン ト設備の 「標準化範囲を

拡大」す ることにつなが り,ま た,安 全系等

の 「静的化」を包含 している。(こ の3つ の考

え方は,矢 印で示すように,お のおのが中小

型軽水炉の目標 を達成す るべ く作用すること

になる。従 って,達 成す る必要があるのは経

済性等の目標であって,簡 素化 ・単純化等の

考え方は,目 標達成をサポー トする手段であ

る。)

6.日 本における新概念軽水炉の概要

受動的安全性あるいはシステムの簡素化等

の革新的な炉概念 を取 り入れて,よ り高い安

全性 と経済性を追求 した革新的な新概念軽水

炉 の設計は,ス ウェーンのアセア トム社が

1981年 頃から設計 ・検討 を行 っているPUI

S炉 が一つの契機になっている。

ここでは,現 在 日本において検討が行 われ

てお り,設 計が洗練 されてきていると考えら

れるHSBWR,TOSBWR-900H,TOSBWR

-900P ,MS-300(図3～5参 照)を 選定 し,同

規模従来炉及び改良型軽水炉 との間で比較 を

行 うことで,中 小型炉の概要を紹介する。参

考 として,米 国において検討が行われている

SBWR,AP-600(図6,7参 照)を 並記す る。

また,比 較項 目としては,経 済性,需 要の

自圧 式ECCS 工期短縮建屋

・蓄圧 注入 タ ンク によ

る炉心 冠 水維持

・外 部動 力電 源不 要

・建 屋 ・PCV内 部構

造 物 の鋼 製化

・燃 料 プー ル,中 操 の

別置 き建 屋

＼

＼

4

「

=1二1-1=・1-1-[=・1=

=

ミ

ぐ

く 一 一 一 一 一 層 一_唱 一 一 一

自然循環炉 島

專
＼

鋼 製 自立PCV一 「、 一

嚢 學 ∫一'..1
≦v/+諭 回

'

・低 出力密 度炉 心

(34KW/2)の 採用 に

よ る24ヶ 月連 続 運転

・炉 内構造 物 の簡素 化

・建設 工期 の 短縮

・炉 解体 措置 容 易

(放射化 コンクリー ト少)
珪＼1

庁
RPV

二=一 蝕

亀・II瑳一,

週

}

篭 、 ■

1
'
:ぐ つ1
メζ'≧↓

1三」'
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短尺燃料 ・低重心炉容器

＼
自然 放熱 型PCV

・耐 震制 約 フ リー

・建屋 ・機器 標 準化

/

.,'・ 駅 覧 ・

気 ム.

・∫
.誉

.ご、

・安 全余裕 の 向上

・外 部動 力電 源不 要
… い∴

47m
,

図3HSBWR-600稲 念図
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ドライウ ェル

重力落下型:
低圧注水器

首

毎

中圧 アキュム

レータ

口

二 次 格 納 容 器

抽 ..,ウ エッ トウェル

ベ ン ト管

針 カ ル水吐出弁
蒸気 ドラム

鰍 ○

♀ギ㌦[]]

蒸 気 ドラム方 式に よ る 自然循環 炉

一RPVの 小型化

一 炉心流 量調 整 弁(下 降 管)

一 ドラ イウ ェル ・キ ャ ビテ ィー の最小化

一 重 力落下 式CRD(上 部挿 入方 式)

アイ ソ

レーシ ョン

コンデ ンサ

ド 、,鄭

ステ ィール

ウ オール

高 圧

アキ ュム

レータ

passiveSafetyの 追 求

一 重 力落下 式ECCS+高/中 圧2種 類 の

ア キ ュ ム レー タ+ADS
一 海水/ダ ム水 に よ る 自然循環 式PCV

冷却(Walk-AwaySafety)
一 重 力落下 式PCVス プ レイ

ーLOCA時 炉心 冠水 維持

一(ヒ ー ト ・ア ップ無 し)

RPVの 事 故 時全体 冠 水

PCV及 びR/Bの コンパ ク ト化

一 短 尺燃 料及 び短 尺RPV

一 動 的機器 削除 によ るR/Bの 縮 少

一 ドライウ ェル 内ポー ラ ー クレイ ン

図4TOSBWR-900P概 念 図

・プ ラン ト設備 の 簡素 化

・建 屋 の コ ン パ ク ト化

炉心概念

・反応 度制 御設

備の合理化

・炉 内計装 の 簡

素化

・運 転性 の 向上

一
!

【=∵ 増

、闇・

韮

安全 システムパッシフ化

・炉 心冷 却

蓄 圧注 入

重力 落下

注入 減圧

弁の強制開

・長期 冷却

ヒー トパ

イフ

・格 納容器

圧 力低減

圧力抑制C〈/

事故時
[〉 手動操

作不要

動的機器
の削減配

管 ・弁類

削減補助

設備の非

安全系化

拐 卜簡素化 」

」
・経 済 性

●イ言束亟夏'1生

・運 転 性 の 向 上

」

図5MSシ リーズ概 念 図

一34-一



アイソレー シsン コンデンサー(lC)
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表3検 討 結果 の概 要(そ の1)

BWR PWR

炉型 新 型 中 小 炉(BWR) 現 行 炉 改良型炉 新 型 中 小 炉(PWR) 現 行 炉 改良型炉

検討項目 HSBWR TOSBWR-900H TOSBWR-900P SBWR BWR600MWe ABWR MSシ リー ズ AP-600 PWR600MWe APWR

プラン ト出力 日立 東芝 東芝 GE 三菱 WH

開発状況 60万kWe級 30万kWe級 30万kWe級 60万kWe級 一 一 30～60万kWe級 60万kWe級 一 一

開発の狙い 概念設計 概念設計 概念設計 概 念設計EPRI一 ズフェ 概念設計 概 念設計EPRIフ ェーズ

2(1987.10.～1990.3>等 2(1987.10-1990.3)等

改良型BWRに 比肩す ・実証技術ない しは短 ・既存設計技術の活用 1.コ ス ト競 争力 従来型PWRに 基づ く 1.コ ス ト競 争 力

る出力シリー ズ化プラ 期間の確証技術で建 ・出力600MWe級 以下 2.エ クセ レ ン トプ ラン 超簡素化プラン ト開発 2.エ クセ レ ン トプ ラ ン

ン トの開発 設できるプ ラン トと とし安全系をパ ッシ トの構築 ・開発途上国導入の為 トの構築
・高性能 ・高経済型 する ブ化 3.投資 リスク低減 の信頼性経済性向上 3.投 資 リスク低減
・耐震条件によらない ・建 設コスト低減を図 ・自然循環型原F炉 ・ヒュ ーマ ンフ ァ ク ダ 一 一 ・既存設計技術の活用 ・ヒュ ー マ ンフ ァ ク タ 一 }

標準化設計 り自然循環型原子炉 '炉 心 流1豊1:制御 を可能 一の設計への反映 による系統設備簡素 一の設計への反映

・運転管理の簡単化 とす る にする ・簡素化と安全裕度向 化 ・簡素化と安全裕度向

・小型炉固有の安全系 上 ・安全系の単純化静的 上
の採用 ・建設容 易性向上 化による信頼性向上 '建 設容易性向上

・規制の定常化 ・規制の定常化

原子炉 自然循環型 自然循環型 自然循環型 自然循環型 強制循環型 強制循環型 低出力密度炉心 低出力密度炉心 スペ クトルシ

(気水分離器なし) 低出力密度炉心 (蒸気 ドラム方式) 低出力密度炉心 フ ト型

低出力密度炉心 低出力密度炉心

原子炉系 (軸 シール型1次 冷却 (キ ャ ン ドモー タ型1

}モ 主蒸気系 ライン2本 ライン2本 ライン2本 ライン2本 ライン4本 有 ライン4本 有 材ポンプ使用)2ル ー 次冷却材ポンプ採用) 同左2ル ープ 同左4ル ープ

再循環系 (な し) (な し) (な し) フ 惨 2ル ー プ

安全系 逃し安全弁 逃し安全弁 逃し安全弁 減圧弁 逃し安全弁 逃し安全弁 蓄圧注入系 静的余熱除去冷却器 蓄圧注入系 蓄圧注入系
+蓄 圧式ECCS 十ポンプ 蓄圧式+重 力落下 +重 力落下ECCS 十ポンプ 十ポンプ 重力落下注入方式 重力落下+蓄 圧式 +ボ ンプ 十ポンプ

蓄圧式ボロン注入系等 ECCS 減圧弁の強制開 ECCS

な 長期冷却にヒー トパイ 格納容器内部スプレイ
プ使用 系

(ポンプ不要) (ポンプ駆動) (ポ ンプ不要) (ポンプ不要〉 (ポ ンプ駆動) (ポンプ駆動) (ポ ンプ不要) (ポンプ不要) (ポ ンプ駆動) (ポンプ駆動)

非常用電源系 バ ッテ リー バ ッテ リー バ ッ テ リーの み バ ッテ リー のみ バ ッテ リー バ ッテ リー 十 バ ッテ リーの み バ ッテ リー のみ バ ッテ リー バ ッテ リー

+保 安用ディーゼル +非 常用デ ィーゼル +非 常用デ ィ 非常用デ ィー +非 常用デ ィ +非 常用ディ

特
一 ゼ ル ゼル 一ゼル 一ゼル

格納容器 自然放熱型PCV採 用 RCCV 白然放熱型PCV採 用 静的格納容器冷却系採 鋼製PCV RCCV ヒー トパイプ式自然放 自然放熱型鋼製CV採 鋼製CV PCCVあ る

(RHR系 統のバック (ウ ォー ター ウ ォー ル 用 熱型格納容器 用 いは鋼製CV

ア ップ) 方式) (ア イ ソ レー シ ョン コ (鋼製) 重力落下格納容器外部
(下 置外周プール) 重力落下PCV内 部 ス ンデンサー方式) スプレイ

プレイ

徴
その他 低重心高耐震型原子炉 重力落下式制御棒 静的安全システム採用 ケ ミカルシム削除

(低重心炉心,免 震構 静的安全システム採用 (蒸気 イ ンジ ェ クタ 上部挿入型可動式中性
造) (ア イソ レー シ ョ ン コ 一 ,ア イソ レー シ ョ 子検出器一 一 『 一 } 一

超工短構造 ンデンサー) ン コ ンデ ンサ ー)

(低階層建屋,鋼 板/
鉄骨構造 多用)
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表3検 討結 果 の概 要(そ の2)

BWR PWR

炉型
検討項目

新,Ill中 小 炉(BWR) 現 行 炉 改良型炉 新 型 中 小 炉(PWR) 現 行 炉 改良型炉

HSBWR TOSBWR-9〔 〕OH TOSBWR-900P SBWR BWR600MWe ABWR MSシ リー ズ AP-600 PWR600MWe APWR

要 設
閃備

単
純
化

主蒸気管

醇循環系
ECCS

非常用電源

4本 →2本

な し

単純化(ポ ンプ削除)

デ ィーゼル容1置{:低減

4本 →2本

なし
一

変化な し(3台)

4本 →2本

な し

単純化(ポ ンプ削除)

デ ィーゼル削除

4本 →2本

なし

単純化(ポ ンプ削除)

ディーゼル削除

4本

有
皿

(3台)

4本

有
『

(3台)

〔核計装〕貝数低減

単純化(ポ ンプ削除)

デ ィーゼル削除

〔化学体積制御系〕

簡素化

単純化(ポ ンプ削除)

ディーゼル削除

=
一

(2台)

ニ
ー

(2台)

要建
因屋
容
積
低
減

原子炉建屋

(R/B)

最適 化 と外周 フー ル

(下置)方 式による体積

低減(9.0×104mり

最適化による体積低減

(6.5×104mり

最適化による体積低減

(補助建屋含まず)

(3.5×104m・)

最適化による体積低減

(14.0×104m1)
20×104m' 16.7×104m3

11.0×104耐 R/B

最適化による体
積低減

15.4×104m' 20.0)qO.4m}

15.6×104m3 T/B 15.6×104m, 20.6×104

ター ビン建屋

(T/B)

同 左

(10.5×104m・)

TCDF-52採 用 に よ

る簡素 化

(13.6×104m・)

7×104m' 25×104m'
8.8x104m'

補 助
建 屋

10.4×104m' 7,0×104m3

建設期間

(マ ッ ト開始か ら運

開まで)

約32ヶ 月
・低階層建屋構造

・鋼板/鉄 骨構造多用

・建屋/PCV並 進

・大ブロック化
,バ ッ

ケー ジ工法

約34ケ 月

(同 左)

約34ヶ 月

(同 左)

約42ヶ 月以内 約45ヶ 月

一

約48ヶ 月

　

約39ヶ 月以内

(同 左)

約42ヶ 月

(同 左)

約45ヶ 月

一

約48ヶ月以内

㎜

稼
働
率
向
上

①運転期間
低出力密度炉心

(34kW/ω

による24ヶ 月運転可能

低出力密度炉心

(42kW〃)

による24ヶ 月運転可能

低出力密度炉心

(40踏V/£)

による24ヶ 月運転可能

低出力密度炉心

(361岬 ω

による24ヶ 月運転可能

(50kW/£ 〉

(15ヶ 月サ イ

クル可能)

(50kW/ω

(18ヶ 月サ イ

クル可能)

低出力密度炉心

(56.5kW/の

による22ヶ 月運転可能

低出力密度炉心により

(74幡V〃)

18ヶ月運転以上が可能

(100蹟V/£)

(15ヶ 月サ イ

クル 可能)

(79}翻 の

(18ヶ 月サイ

クル可能)

②定検期間
40日
・単純化による定検短縮

48日
・単純化による定検短縮

48日
・単純化による定検短縮 ・単純化による定検短縮 70日程度 55日 48日 以内 30日 未満 60日程度 40日

③稼働率 約95% 約94% 約94% 　 約85% 約90% 約93% 約95% 約87% 約93%

燃料

サイクル

燃焼度 低出力密度によりFPガ ス放出量減少,停 止余裕確保の容易化が図れ,高 燃焼度化に有利である。 一 }

FPガ ス放出量減少,ケ ミカルシム廃止によるP

H調 整用 リチウム量減少に伴 う腐食量減少(MS

のみ)等 より高燃焼度化に有利

} 一

サ イクル費 高燃焼度化が容易なことと合わせサ イクル費を数%～10%程 度低減で きる可能性 あり。
一 一 同 左 一 　

経済性(目 標)
改良型軽水炉比で

発電単価10%低 減

改良型軽水炉比で
発電単価同等以下

改良型軽水炉比で
発電単価同等以下

1999年運開30年間均等化
コストで6.5c/賄 以下

㎜ 一 改良型軽水炉比で
発電単価同等以下

1999年 運開30年 間均等化
コス トで6 .5c/脇 以下

一 皿

従事者被ばく線量 単純化による定検量低減 により1定 検 当た り線量は少 なくなる。 一 一 同 左 一 　

廃棄物量低減 長期サ イクル化に伴い年 当た り廃棄物量は低減する。 一 　 同 左 } 一

敷地利用率

・大型炉2基 と小型炉4基 で等価。従 って出力当た りの利用率は大型炉並み
・小型炉は配置計画上 コンパ クトのためサイ ト面積の有効利用が図れ る

・地下立地,第4紀 層立地,免 震構造,海 上立地等の新立地方式に対する適用性 にも優れている

一 一 同 左 一 一

運転

性

通常時 ・簡素化による信頼性向上 『 一 同 左 一 一

事故時 ・事故時運転員の要介入時間を著 しく遅 くし運転裕度 を増す ことがで きる。 一 『 同 左 一 ㎜

需要の伸び に対す る

フレキシビ リティー

(作 りたい時に作 れ
る)

・建設期間短縮の効果で
,計 面一運開までの時間が短 くなるため即応性がある。

・中小型のため投資効率 も良い
。

・標準化による許認可の簡素化,容 易化の効果が大きい。
・モジュー ル化,バ ージの採用が容易で,更 なる工短の可能性 もある。

一 　 同 左 一 一

標準化効果 耐震性に関す る標準化,系 統設備の簡素化による標準化範囲の拡大が期待 できる。 一 一 同 左 一 一

長寿命化 低出力密度 と自然循環型原子炉によるベ ッセルの大型化 とあわせて長寿命化は容易 となる。
一 一 低出力密度により長寿命化は容易

一 一

廃 炉 廃止時点での放射化 レベ ルが低 いこと,及 び系統,設 備の簡素化により廃棄物量が低減 し容易。 一 一 同 左 一 一

概念の大型化

静的システムの成立性:大 型化は可能 であるが経済的バランスを考慮する必要がある。

自然循環炉:ベ ッセルの大型化を伴 うため経済的バランスを考慮する必要がある。

超短工期建設工程 機器の大型化でメリッ トは減少する。

一 一

減速材置換設備:大 型

炉へ適用可能

キャン ドモー タポンプ:

配管 ノズル数増加 に対 し

検討が必要
一 一

バッシプ安全系:経 済的バランスを考慮する必要がある



変化に対す る即応性,敷 地の有効利用,運 転・

保守性の項 目を重点的に検討す ると共に,長

寿命化,廃 炉等次世代炉に要求 され うる性能

について も,合 わせて調査 した。調査,検 討

の結果を表3に まとめ る。

これ らのプラン トの特徴 として,安 全系を

静的化することにより,安 全系の単純化,非

常用D/Gの 削減等による運転 ・保守性の向

上,炉 心の低 出力密度化による24ヶ 月運転可

能による稼働率 の向上,単 純化 ・標準化によ

る建設工期の短縮等が可能なことがある。

これ らにより,現 行プラン トと比較 して,

全ての面において性能向上の可能性を有 して

いることが分かる。

7.お わ り に

世界の総エネルギー消費量は,増 え続けて

いる。これ ちの伸びを支えて行 くには,化 石

燃料か原子力の利用が不可欠である。しかし,

現在,地 球の温室効果や酸性雨による環境へ

の悪影響が叫ばれている。

このような現状を解決するための有効なエ

ネルギー源は原子力 と考えられ る。

しか し,現 状の原子力ではPA上,問 題が

多い。そこで,こ れを解決するため,よ り安

全でより経済的な新型原子炉の開発が望まれ

るであろう。(くりや ま かず しげ 主任研究

員)
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深部天然ガスに関する海外の研究開発状況

中 野 重 夫

1.は じ め に

天然ガスは,ク リー ンで利便性に富む化石

燃料 として広 く用いられ,現 在既に全世界の

1次 エネルギー消費の約2割 を占め るに至っ

ている。さらに,昨 今,こ れに原子力推進の

停滞,地 球環境問題の深刻化 といった新 たな

要 因も加わって,天 然ガスへの期待は一層の

高まりを見せている。

その資源量については,現 在,石 油 とほぼ

同程度 とする推定が有力であるが,将 来,深

部天然ガス(以 下"深 部ガスと表記")を は じ

め とす る所謂非在来型の天然ガス資源が新 た

に開発されれば,資 源量,賦 存地域 ともに飛

躍的な拡大を期待することがで きる。

こうした背景か ら,最 近,欧 米諸国では上

記非在来型天然ガスについての幅広い開発研

究が進められているが,こ こでは,そ の代表

例 として,現 在スウェーデン,ス イス,カ ナ

ダにおいて進行中の三つの深部ガス開発プロ

ジェクトを取 り上げ,概 要 を紹介す る。

2.深 部 ガ ス とは?

い きな り本 題 に 入 る前 に,ま ず,そ もそ も

「深 部 ガ ス」 とは何 か とい うこ とに つ い て筆

者 な りに 整 理 を して お きた い 。

一 般 に 深 部 ガ ス と総 称 され て い る もの を大

別すると,次 の二つに分類することができる

のではないか と考える。一つは,地 殻深部に

資源 として存在す るガス,即 ち,在 来の天然

ガス資源 よりも一層深いところに存在するガ

ス(図 一1の 分類①),そ してもう一つは,地

球深層(マ ン トル)起 源のガス,つ まり地球

の非常に深いところに由来するガス(同 分類

②)で ある。

① 地 殼深部 に資源 と して存 在す るガス

② 地球 深 層(マ ン トル)起 源 のガ ス(無 機 起

源 ガ ス)

(1)メ タ ン 説 ……DEEPEARTHGAS,

ゴー ル ド説

(2)CO2変 成 説 …… 〔CO2+4H2→CH4+

2H20〕,脇 田説

図一1「 深 部 ガ ス」 の分 類

この よ うに,同 じ 「深 部 ガ ス 」 と言 っ て も,

両 者 で は そ の"深 部"の 意 味 す る と こ ろが そ

れ ぞ れ 全 く異 な っ て い る。即 ち,図 一2の 地 球

の カ ッ ト ・モ デ ル で 見 る と,前 者 につ い て は,

地 殻 と呼 ば れ る地 球 表 層 の ほ ん の 薄 皮 部 分 が

そ の 対 象 で あ るの に対 し,後 者 で は,そ の さ ら

に 下 部 の,マ ン トル と呼 ば れ る地 球 の 約%を

占め る広 大 な領 域(図 一2の黒 塗 りの部 分)を 指

して"深 部"と 称 して い る。 こ の た め,後 者 を

論 じ る際 に は,往 々,地 球 の生 成 ・進 化 と原

始 大 気 組 成 の 変 遷 とい う よ うな 問 題 に ま で 遡

っ た 議 論 が な され る こ とに な る の で あ る。
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上部マ ン トル

(単 位1000km)

図一2地 球 内部 の構 造 の模 式 図

(岩波 書店 「図 説地球 科 学」 よ り)

なお,分 類②の地球深層起源のガスにっい

ては,図 一1に 示 したように現在二っの主要

な説がある。一つはアメリカ国籍の高名な天

文学者ThomasGOLDの 主唱す る地球深層

ガス(DeepEarthGas)説(1)で 、地球創成時

に由来する始源的なメタンがマ ン トルの中に

封 じ込め られているとする説,も う一つは東

京大学の脇 田教授の説(2)で,も ともとの物質

はマグマ中の炭酸ガスであ り,こ れがある特

殊な条件下における火山活動で変成 してメタ

ンになるとする説である。

有機起源,無 機起源 という石油 ・天然ガス

資源の起源論の観点からす ると,上 記分類①

は原則 として起源を問わない概念であ り,一

方,分 類②は,由 来がマン トルであることか

ら当然無機起源のガス ということになる。従

って,分 類① はときに②をも含み得るより広

義の概念であり,最 近の深部ガス開発の考え

方の傾向は,こ の① を目指す方向にあるよう

に思われ る。即 ち,有 機 ・無機 といった起源

論にあまり拘泥することなく,地 下深部に豊

富に存在する可能性のある未開発の天然ガス

資源を幅広 く柔軟に開発 してゆこうとする考

え方がその主流 となっているように見受けら

れる。

その代表的な例が,米 国エネルギー省(D

OE)が 進めている深部ガス("DeepSource

Gas")の 検討である。地殻深部の,従 来とは

別様の貯留構造の下に大量の天然ガス資源が

存在す るとの想定に基づいて,堆 積盆地の深

部,沈 み込みの境界部分,オ フ ・ショア等を

対象に,貯 留構造や資源量に関する評価検討

が行われている(3)。(図一3参 照)

また,次 章で紹介す るスイスの深部ガス開

発プロジェクトの基本姿勢 も,後 述するよう

に,上 記の考え方に沿ったもの と捉えること

ができよう。
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Trough

部 ガ ス 開 発 プ ロ ジ ェ ク トを横 並 び で眺 め て み
3.深 部 ガ ス 開 発 プ ロ ジ ェ ク トにつ い て

た い 。 概 要 を表 一1に,ま た対 象 地 域 お よび

(1)全 体 概 要 そ の 地 質 状 況 を図 一4に 一 括 して 示 す 。

各 論 の 前 に,ま ず,今 回 紹 介 す る三 つ の 深

表一1深 部 ガ ス開発 プ ロジェ ク ト

名 称 推 進 主 体 掘 削 地 ・
地 質 状 況 経 緯 と 現 状

SILJAN スウェー デ ン電 力庁 阻石 孔,ス カ ン ・1983年 開 始

1 プ ロ ジ ェ ク ト ジナビア楯状地 ・掘 削 深 度6
,779m

(ス ウ ェ ー デ ン) ・第3次 掘 削計 画 を準備 中

TGK SULZER/SWISS アル プ ス山地, ・1987年 開 始

プ ロ ジ ェ ク ト PETROL ヘ ルベ チア帯 ・地表予備調査終了
2

(ス イ ス) ・掘 削 地決 定 に向 けて の詳

細調査開始

CHARLEVOIX ABIOGENICFUELS 限石 孔,セ ン ト ・1986年 開 始

3 プ ロ ジ ェ ク ト LTD. ロー レン ス地 溝 ・地表予備調査終了

(カナ ダ) 帯 ・詳細調査開始予定
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図一4深 部 ガス プ ロジ ェ ク トの実施 地域

(岩波 書店 「図説地 球科 学」 よ り。一 部筆 者加 筆)

三者のうちでは,ス ウェーデンのSILJAN

プロジェク トが最 も先駆的なもので,国 営の

電力会社であるVATTENFALLに よって

1983年 に始め られ,SILJAN環 状体 と呼ばれ

る今から数億年前に出来た阻石孔の跡地 を開

発対象地域 として,既 に地下約7,000mに 達す

る掘削が行われている。現時点においては,

これが実際の掘削にまで進んでいる唯一のプ

ロジェク トである。

スイスのTGKプ ロジェクトは、SULZER

(スイスの大手産 業機械 メーカー),SWISS-

PETROL(国 内石油・天然ガス資源の開発会

社)等 で組織 され た連合体,TIEFENGAS

KNSORTIUM(深 部ガスコンソー シアム)が

推進するもので,ア ルプス山地のヘルベチア

帯 とい う,地 層が非常に複雑に襯曲した地域

を開発対象 として1987年 に開始 され,予 備的

な地表調査 を経て,現 在掘削地決定に向けて

の調査が進め られている段階にある。

カナ ダのCHARLEVOIXプ ロ ジェ ク ト

は,セ ン トロー レンス川沿いの限石孔跡地を

開発対象とし,ABIOGENICFUELSLTD.

という会社法人(以 下ABFと 略記)を 設立

して1986年 に開始 されたもので,こ ちらも現

在予備的な地表調査が終了し,今 年(1990年)

の夏か らより詳細な事前調査に移行す る段階

にある。

これら3つ のプロジェクトには主要な共通

点が二つ存在する。

第一の共通点は,い ずれのプロジェクトに

も,.前章で触れた地球深層天然ガスの主唱者

T.GOLDが 関与 してい るとい う事 実で あ

る。

表一2の 関連年表にみ るとお り,先 ず83年

に開始 されたSILJANプ ロジェ クトについ

ていえば,こ れに先立つ82年 にGOLDが
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{

VATTENFALLに 招聰 されて意見具申を行

い,こ れを契機 に始められたものであり,プ

ロジェクト開始後 も,し ば らくは技術顧問の

ような形で関与 していたという経緯がある。

また87年 に開始されたTGKプ ロジェクトに

つ い て も,85年 にGOLD等 がSWISS-

PETROLの 依頼 を受けて事前検討 を行い,

その結果 と提言を踏まえて実行 に移された。

さらにCHARLEVOIXプ ロジェクトについ

ては,推 進主体のABF設 立の立役者の一人

がGOLDで あ り,一 面ではその個人プロジ

ェクトのような性格す ら有 している。勿論

これらはいずれも資源開発をその基本 目的 と

す るプロジェクトであって,GOLD説 を実

証す るためのものではな く,開 発当事者 も折

に触れてこのことを強調しているが,上 述 し

たように,少 なくともその開始のい きさつに

GOLDお よびGOLD説 が強 く関与 してい

ることは共通の事実 として指摘することがで

きよう。

なお,年 表にみられるように,SILJANプ

ロジェク トの背景には,1979年 のス リーマイ

ル島の原発事故によって一層の高揚をみた反

原発機運の中で,翌80年 に国民投票が行われ,

2010年 を目処に原子力発電を原則廃止す る方

向が確認されたというスウェーデンの国内事

情があることを付け加 えておきたい。これを

機 に,電 力会社は原子力に代 わるエ ネル ギ

ー ・オプションを手当て しなければならない

状況に立たされた訳で,SILJANプ ロジェク

トはその一環 としての試み と位置づけること

ができる。

もう一つの共通点は,そ の開発対象地域の

地質的な特徴である。

図一4で 明 らかなように,こ れ らの地域は

先カンブ リア紀 とい うまだ生物が極端 に少な

表 一2深 部 ガ ス開発 プ ロジ ェ ク ト関連年 表

1970～ 1980～ 1990～

●'73'79● ス リー マ イ ル 島事 故 ●'86 ●2005

エ ネルギー環境 第1次 石油危機'79● チェル ノブ イ リ CO2規 制?

第2次 石油危機 事故
'80 ●2010

原子力全廃スウェー デ ン国民投票

十'80●'87

GOLD説 の "SCIENTIFIC"DEEPEARTHGAS"出 版

展開 AMERICAN"に 寄稿 ●'88

同上邦訳出版

SILJAN ●'82◎'83●'86 ●'90～

プ ロ ジェ ク ト GOLD招 聰 基礎調査開始 掘削開始 第3次 掘削計画

TGK '85● ◎'87 ●'92～

プ ロ ジ ェ ク ト GOLD等 が事前検討TGK設 立, 深部掘削
基礎調査開始 開始予定

CHARLEVOIX '86● ◎'87
●'91

プ ロ ジ ェ ク ト
"ABF"設 立 基礎調査

深部掘削
開始 開始予定
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かった時代の岩石が主体 となっているところ

で,い ずれもこれまでの石油 ・天然ガスの探

査が主な対象 として きた所謂"堆 積盆地内の

背斜構造。の存在 とは全 く無縁の地域である

ということである。従って,も しこれ らの地

域で期待 どお り天然ガスが産出されれば,こ

れは従来の常識 を完全に覆す画期的な出来事

と評価することができるのである。そして同

時にこれは,わ が国のようにこれまで殆 ど石

表一3

油 ・天然ガス資源に恵まれることの無かった

国々に取って大 きな福音 ともなるであろう。

(2)SILJANプ ロ ジ ェ ク ト

① 経 緯 と現 状

SILJANプ ロ ジ ェ ク トの 開 発 は,表 一3の

よ うにPHASE-1か ら4ま で に分 け る こ とが

で き る。こ こでPHASE-1か ら3ま で は 実 績,

PHASE-4が 今 後 の 計 画 で あ る。

SILJANプ ロ ジェ ク トの概 要

期 間 目 的/内 容 予算(¥) 成 果

PHASE-1 1983～85 掘削地点決定のための各種基礎調査
40億

GRAVBERGに 決定

PHASE-2 1986～87
深部 ガ ス探査 の ため の掘 削一1

(目標7,500m)
6,337mま で 掘 削

PHASE-3 1988～89
同 上,掘 削 一2

(目 標7,500m)
6億 6,779mま で掘 削

PHASE

-4

① 1990
現状井による補足試験,お よび新掘

削地点の選定
2億

② 1990～
深部 ガ ス探査 の ため の掘 削一3

(目標 ～8,500m)
20億

PHASE-1は,掘 削地 点 決 定 の ため の

基礎 調 査 で,83～85年 の 足 掛 け3年 に わ た っ

て 実 施 さ れ,そ の 結 果,GRAVBERGと い う

SILJAN阻 石 孔 内 の 場 所 が 最 終 的 に 選 定 さ

れ た。

PHASE-2が,GRAVBERGに お け る 掘

削 そ の1で,86年 か ら87年 に か け て,目 標 深

度 を7,500mに お い て掘 削 が 行 わ れ た。掘 削 は

難 航 し,当 初 の 資 金 も尽 きて,6,337mま で掘

っ た と こ ろで 休 止 を余 儀 無 くさ れ た 。 な お,

こ こ まで の 予 算 が 約40億 円 とい わ れ,こ の う

ち の 半 分 をVATTENFALLが 負 担 し,残 り

半 分 の1/3つ つ を,ス ウ ェー デ ン政 府,GAS

RESEARCHINSTITUTE(米 国のガス事業

関係の研究機関,GRIと 略称)お よびスウ

ェーデンの民間投資家からの資金により手当

て した。 また,実 務 作 業 の推 進 の ため に

VATTENFALLの 子 会 社 と し てDALA

DEEPPROSPECTINGCOMPANY(DDP)

という会社組織が設立され,現 在に至ってい

る。

所要資金の調達 を含めて体制 を建て直 し,

同 じGRAVBERGの 井戸で掘削その2に 挑

んだのがPHASE-3で ある。88年 か ら89

年にかけて,当初 目標の7,500mを 再度 目指 し

て掘削が継続された。(予 算約6億 円)し か
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しながらここでもやは り掘削に難渋し,つ い

にはそれ以上の掘進が不可能 となって,結 局

最終深度6,779mで 中止に至 っている。

PHASE-4は 今後の計画で,今年(1990

年)の 夏から,こ れまでの現象 をよりよ く理

解するために現状井 を使 って各種補足試験 を

実施 し,こ れをもとに新 たな掘削地点を選定

して掘削その3を 進めようとしている。

②開発対象地域について

SILJANは ス トックホルムの北西約300km

にある風光 明媚な ところである。(図 一5参

照)

その有名な限石孔はきれいな環状構造 をも

ち,SILJANリ ング,SILJAN環 状体 と呼ば

れている。今か ら3億6千 万年程前の もの と

いわれ,外 円の直径が約50km,内 円が約30km

という大 きな もので,ヨ ーロッパで最大の阻

石孔である。

磯 配・

姦鐸欝 謄

051 ,O
km

なお,こ のあた り一帯は,ス カンジナビア

楯状地 と呼ばれる非常に古い花闘岩質の基盤

岩地域である。

なぜ開発対象地域 として阻石孔が選ばれた

かについては,以 下のような説明がある。

まず,阻 石が地表に落下 した時の大 きな衝

撃によって地下に非常に深い亀裂が生 じ,地

球深層からのガスの通路が確保 された。同時

にその衝撃で地下の岩盤が細か く破砕 され,

ガスが移動し,溜 まりやすい状況ができた。

さらに地表に近い部分では,衝 突時に発生 し

た大量の熱により岩盤の一部が溶け,そ れが

再凝固して,非 常に緻密な,所 謂キャップ・ロ

ックのようなものが形成 された可能性 もある。

こうした想定の下に,こ の記念すべ き深部

ガス開発第1号 プロジェクトの対象地域 とし

て唄石孔跡地が選定 されたとい うことであ

る。

卸/
ロシルヤン
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図一5SILJAN唄 石 孔 につ いて
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③ 掘削地点の決定

PHASE-!の 予備調査によって掘削地

点 として最終的に決定 されたのは,阻 石のイ

ンパ ク トの 中 心 か らず っ と北 に 外 れ た

GRAVBERGと いうところであった。その決

定理由 として,下 記の2点 が挙げられている。

一っは重力測定の結果(4)で
,図 一6に みら

れるように,大 きな負の重力異常がこの北の

地域に認められ,GRAVBERGは その重力異

常のちょうど中心点に位置 していたというこ

とである。つ まり,こ のあた りの地下の岩盤

が特に細か く破砕 されていて,ガ スが溜 まり

やすい状況にあるのではないか と期待 された

訳である。
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図 一6重 力 測 定 結 果(DeepGasDrillingat

Gravberg;VATTENFALL社 資 料)

この結 果 を受 け て,図 一7の よ うに,

GRAVBERGを 中心に東西 ・南北に測線 を設

けて地震探査 を実施 したところ,図 一8の よ

うな非常に興味深いデータが得 られた(5)。即

ち,何 層かの強い地震波反射層が,リ ングの

中心部 よりもGRAVBERGの 辺 りで特に明

瞭に認め られたのである。こういう層に,下

部のガスをトラップす るような機能が期待で

きるのではないか ということで,重 力測定の

結果 と併せ,最 終的にこの地点が掘削地点 と

して決定 された。また,掘 削目標深度の7,500

mに ついては,図 一8の ちょうど7 ,500mの あ

たりに認められる特に強い反射層(第4反 射

層)を 掘 り抜 くことを目指 して設定された。

因みに,掘 削の結果,こ れらの反射層は,

花醐岩中にのちの火成作用で水平に貫入 した

粗粒玄武岩のシー ト(岩 床)で あることが判

明 している。

一46一



＼
＼ ＼

LIN＼5噛

2補

乍

N

㌦=ミ

640 ,

図 一7 地震 探査 測 線(Juhlin,1987)

S

CENTRALAREA

Km654 }

GRAVBERG

N

_」=_一
馨 ん

冒.嚢

汐

軌.蓑

^

匹

三

馬

渉
建㎏

舶う
'

襲
霧

翫
難諜蒙

'琴

{
.

.國[
二

・.毛㍉?
竣

.箋嚢饗
簾

鋒 叢
慧

'難 慧
、蒙

、嘱

S
諺

鑛
嚢

・.巡
難

■

鑛
嚢

ね

鑛
羅雛難

Time
Sec

ασ

G.5

1.0

1.5

2.0

Depしh

km

塗

墾 乃
・峯

麩
)。0

」.5

4。0

O.0

ユ,5

),O

4,5

6,P

7,5

9,0

10,5

12,0

図 一8 地 震 探 査 結 果(Karlsson,1987)

47



④掘削状況

1986年 の7月,GRAVBERGに おいていよ

いよ掘削が開始された。当初は非常に順調で,

4,000mま で約3ヶ 月で掘 り抜けたほどであ

ったが,そ れ以深の掘削は一転 して難航 を極

め,そ の結果ついに7,500mの 目標深度には到

達することができなかった。

その最大の理由が,図 一9に みられるよう

な大 きな穴曲が りの現象である。途中でセ メ

ンティングをして枝掘 りをするというような

ことを何度繰 り返してみても,そ の都度同 じ
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し,1989年3月,最 終深度6,779mで ついに現

状井におけるそれ以上の掘削を断念す るに至

った。このような深部での穴曲 りの原因とし
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⑤検出ガスの分析例

現段階では,天 然ガスの資源的存在 を示す

兆候は認められていないが,カ ッティングス

(循環泥水により回収される掘削時の掘 り屑)

の中に取 り込まれている微量ガスを分析 した

卜lcしhaneinμL/KgDe1しn13C

to100100010000'SO'40'⊃O-20-、0

0鱒 一←一

1000

2000

コ000

lOOO

5000

6000

0tplhinH

1000

2000

結 果,メ タ ン を主 成 分 とす る炭 化 水 素 が 検 出

され,し か もそ の う ち に は 無 機 起 源 の 可 能 性

の 高 い 比 較 的 大 き な炭 素 同 位 体 比(13C/12C)

を持 った メ タ ンが 含 ま れ て い る こ とが 明 らか

とな った(6)。(図 一10)

1掘 削点(
*)S十No .5N
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図一10ガ ス分析結 果 の一例

(星野,1989)

興味深いことに,花 南岩層のカッティング

スからのガスと,そ こに水平に貫入している

粗粒玄武岩層(地 震波反射層)の カッティン

グスからのガス とでは,検 出メタンの量 もそ

の炭素同位体比 も相互にかなり違 ってお り,

デー タが二極分化す る傾 向が認め られてい

る。そして上記の無機起源の可能性の高いメ

[
懸

}

難
繋叢轟

…葬
　レ
き

ダ礁雛

難
灘
譲 糞 蒙ii垂蓬

1KM
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(*)横線 部 分が 貫入粗 粒 玄武 岩層)

タ ンは,特 に 後 者 の粗 粒 玄 武 岩 層 か ら検 出 さ

れ て い る。

図 一10の 分 析 結 果 を"起 源"の 観 点 か ら整 理

し た もの が 図 一11で あ る(7)。縦 軸 が メ タ ンの

炭 素 同位 体 比 で,こ の 場 合 は 下 に い くほ ど同

位 体 的 に 重 い(13Cの 比 率 の 高 い)炭 素 とい う

こ とで,無 機 起 源 の 可 能 性 が 高 ま る こ とに な
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る。図 中の 起 源 既 知 の 試 料 の う ち,"Biogenic"

とは 有 機 物 の 微 生 物 分 解 で 生 成 す る ガ ス,

"Thermogenic"と は 所 謂 ケ ロ ジ
ェ ン の 熱 分

解 に よ る 天 然 ガ ス,一 番 左 下 の"Abiogenic"

とあ るの が 無 機 起 源 の ガ ス で,こ こ で は,深

海 か らマ ン トル 物 質 が 噴 出 して い る こ とで 有

名 な 東 太 平 洋 海 膨 の ガ ス の 例 を示 し て あ る。

こ こ に 先 程 のSILJANの ガ ス を 記 入 して

み る と,粗 粒 玄 武 岩 層(Dolerite)か ら検 出 さ

れ た ガ ス の 分 布 領 域 は"Abiogenic"の 領 域

に近 く,無 機(深 部)起 源の可能性の高いガ

ス とも考えられる。

⑥その他

ガス分析結果の他に も,い くつかの興味深

い現象が認め られている。たとえば,掘 削時

に度々大 きな逸水現象(循 環泥水が失われる

現象)に 遭遇 したが,こ れについては,そ う

した箇所にガスの溜まりやすい破砕構造が存

在す る可能性 を示唆す るもの と捉えることも

できる。
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ま た,非 常 に 微 細 な マ グ ネ タ イ トが 循 環 泥

水 中に 大 量 に 取 り込 まれ て い た と い う事 実 も

あ っ た。文 献(8)に よ れ ば,岩 石 中 の 酸 化 鉄 が,

あ る種 のバ ク テ リア の 作 用 に よ り,メ タ ンそ

の他 の 炭 化 水 素 を還 元 剤 と して部 分 還 元 され

て マ グ ネ タ イ トとな る こ とが あ る。

bacteria

CH4+酸 化 鉄 一 一 →

マ グネ タ イ ト十CO2十2H20

従って,こ うしたマグネタイトの存在は,

逆にその近傍 に炭化水素が存在することの指

標に もな りうる訳で,GOLDは,上 述の現

象はSILJANに おいて深部からメタンが

上昇 してきている可能性を示すもの と捉えて

い る よ うで あ る。

以 上 の よ う な経 緯 を踏 ま え,SILJANプ ロ

ジ ェ ク トは 現 在,新 た な掘 削地 点 を選 定 して

さ ら に 開発 を継 続 して ゆ こ う とい う状 況 に あ

る。

(3)TGKプ ロ ジ ェ ク ト

TGK設 立 の経 緯 に つ い て は 既 に述 べ た と

お りで あ るが,特 に1986年 の チ ェル ノブ イ リ

の 原 発 事 故 が 大 きな イ ンパ ク ト とな り,翌87

年 の 開始 をみ た とい わ れ て い る。

そ の 組 織 体 制 は,図 一12に 示 す よ う に,

SULZER,SWISSPETROLお よび ス イ スの

国 立 エ ネル ギー 財 団 の三 者 の連 合 組 織 で あ る。

・BOARDOFDIRECTORY

・PROJECTMANAGEMENT

NEFF

(国 立 エ ネ ル ギー 財 団)

図一12TGKの 組 織体 制

①プロジェクトの背景

表一4は スイスのエネルギー事情 をまとめ

たものである。石油,天 然ガスの 占める割合

が高 く,そ の殆 どを輸入 している関係上,エ

ネルギーの輸入依存度が非常に高いとい う脆

弱なエネルギー状況にある。 これは,わ が国

に酷似 した状況であ り,またSILJANプ ロジ

ェクトを推進中のスウェーデンもほぼ同様な

傾向にあるが,自 国の安全保障に殊の外敏感

な ス イ スの 国情 も反 映 して,国 内 資源 の 開 発

に よ りこ う した状 況 を少 しで も改 善 した い と

い う強 い 熱 意 が あ る よ うに 見 受 け られ る。

TGKを 進 め るSWISSPETROLと い う 資

源 開発 会 社 は,こ う した期 待 と責 務 を担 っ て

1959年 に 設 立 され た。 図 一一13に み られ る よ う

に,こ れ まで,ヘ ル ベ チ ア帯 を 中心 に35本 の 試

掘 井 が 掘 ら れ,そ の う ちの 一 本,29番 目に ル ツ

ェ ル ン近 郊 に掘 っ た井 戸 が,小 規 模 とは い う
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もの の 現 在 商 業 井 と して 稼 働 中 で あ る。 因 み う した ス イ スの 国 内 エ ネ ル ギー 資 源 開 発 の 一

に,深 度 に つ い て は,つ い 最 近 の 試 掘 井 で 約 環 で あ り,従 来 の 開 発 対 象地 域 の 更 に 深 部 に,

6,000mの 最 深 実 績 が あ る との こ とで あ る。 よ り豊 富 な 天 然 ガ ス資 源 を みつ け よ う とす る

TGKプ ロ ジ ェ ク トも,い う ま で もな くこ 試 み で あ る。

表一4エ ネル ギー状 況 の比較

幽一 一 一

国 名

(人 口,百 万 人)

1次 エ ネ ルギー消 費 の内 訳(%)

依存度

(%)

輸 入 消 費総量 の

比較

(日本=100)石 油 ガ ス 石 炭 電力* その他
}

ス イ ス(6.1)

一 一一

目

66 7 3 20 4 75 6

本(121) 57 10 18 14 1 80 100

スウ ェー デ ン(8.4) 51 1 10 38 一 74 14

(*水 力,原 子 力)

図 一13
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②開発対象地域

開発対象地域であるヘルベチア帯は,ア ル

プス山地 とジュラ山地に挟 まれた地域で,山

岳部が地中海か らの大 きな横圧力によって盛

り上がった結果形成された非常に複雑な摺曲

構造で名高い地帯であ る。なお,上 述 した

SWISSPETROLに よる探査実績が示すよう

に,こ こは必ずしも在来型の石油 ・天然ガス

資源に全 く無縁な ところとい う訳ではない。

具体的な掘削予定地 としては,現 時点では,

商業井のあるルツェルン近郊の一帯 を考慮 し

ているようである。以下は,関 係者が指摘す

る掘削予定地の特徴である。

掘 削 予 定 地 域 の 特 徴

・アルプス山地 とジュラ山地の間の複雑な摺曲帯(ヘ ルベチア帯)

・ガスの湧出で古 くか ら知 られた地域。最近でも トンネル建設時などで多量のガスの噴出

を経験 している。

・巨視的にはアフリカ ・プレー トとヨーロッパ ・プレー トの境界地域であ り,深 層か らの

脱ガス と,こ れを貯留する異常高圧層の存在が期待できる。

・深部か らの天然ガス産出で知 られる米国オクラホマのアナダルコ盆地 とも地質的類縁性

あ り。

③開発計画

TGKプ ロジェク トの開発計画は以下の とお りである。

(完了)

・準備調査 ヘルベチア帯の地化学調査(土 壌ガス,湖沼堆積物等の炭化水素分析)

・予算¥1億

(1989～1991)

掘削地選定基準の確立,貯 留層評価の明確化 を目指 し,地 質,地 化学,

地球物理調査 を実施す る。

(1992～1997,5か 年)

・試掘 井 の掘 削 に よ るア セ ス メ ン ト

・予 算¥90億

(予想 深 度7～9km)

図一14はPHASE-1の 準備調査で得 ら

れた結果の一例である。掘削予定地域の土壌

中のメタンの分析結果で,横 軸はサンプ リン

グ地点をある基準点からの距離で示している。

このように、特定地点で非常に明瞭なメタ

ン濃度のピー クが認められているが,こ うし
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た地点を地質図にあたって検討 した結果,こ

れがほぼ断層線に対応しているようだとする

解釈 もあり,関 係者を勇気づけている。

なお,こ のTGKプ ロジェクトは,関 係者

が米国のアナダルコ ・ガス田との類縁性に言

及 していることか らもわかるように,第2章

で述べた最近の深部ガス開発の考 え方,即 ち,

起源の問題にはあまり囚われず,よ り柔軟に

深部に存在するガスを開発 していこうとする

考え方に沿ったプロジェクトであるとの印象

を受ける。その非常に着実,堅 実な進め方 と

相侯って,今 後の展開を十分注視すべ きプロ

ジェクトであろう。

(4)CHARLEVOIXプ ロ ジ ェ ク ト

最 後 に,カ ナ ダ に お け るCHARLEVOIX

プ ロ ジェ ク トに つ い て 簡 単 に 紹 介 した い 。 今

C}{4(0/00)

12

Ol

8

6

4

2

0
■. 」L△ 、

1

0 500010000

DISTANCE(m)

図 一14土 壌 中 の ガ ス分 析 例

(TGK非 公 式 資 料)

15000

回の三つの深部ガスプ ロジェクトのうちでは

最 も私的な性格が強 く,こ れまで一般にあま

り知 られることの無かったプロジェク トであ

る。その実施計画の概要 を以下に示す。

CHARLEVOIXプ ロ ジ ェ ク トの 実 施 計 画

・推 進 母 体 の 設 立(1986年)

〔ABIOGENICFUELSLTD.〕

・基礎 地 表 調 査(1987年 に 完 了)

土 壌 ガ ス,お よ び 土 壌 コア の 分 析,表 面 比 抵 抗 の 測 定,等

・有 望 地 域 の 詳 細 調 査(1990年)

地 震 探 査,お よ び 浅 部 試 験 井(500m程 度,数 本)の 掘 削 調 査

・本 格 探 査 ボ ー リン グの 実 施(1991年 ～)

このように,現 在は基礎的な地表調査が終

了した段階であ り,今 年(1990年)中 にパイロ

ット・ホールの掘削を含む詳細調査を実施 し,

そ の 結 果 に 基づ き1991年 か ら本 格 ボ ー リン グ

を 目指 す とい う計 画 で あ る。

ABIOGENICFUELSLTD.に つ い て

・代 表 者;RobertHEFNERIII(GHK会 長)

・出資者(株 主);

GHK

スウェーデンの私企業

その他投資家

1/3

1/3 .

1/3
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1986年 のABFの 設立には,既 に述べたよ

うにGOLDが 大 きく関与 してお り,現 在 も

その役貝に名 を連ねている。ABFの 代表者

は,米 国オクラホマにあるGHKと いう天然

ガス開発会社の会長で,鉱 区の購入 と維持,

各種基礎調査の実施 といった実際の業務の一

切 を,現 在 このGHKが 担 当 して い る。

開 発 対 象 地 域 は,ケ ベ ッ ク州 の セ ン トロー

レ ン ス 川 の 流 域 に あ るCHARLEVOIX限 石

孔 で,そ の 規 模 は 、直 径40～50kmと 、SIL-

JANの 阻 石 孔 とほ ぼ 同程 度 で あ る。(図 一

15)

SFA
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図 一15CHARLEVOIXF員 石 孔(Lyonsら,1979)

セン トローレンス川を境にして,そ の北西

側がカナダ楯状地,南 東側が中 ・古生代の造

山帯であ り,この流域 自体が地溝帯(セ ン トロ

ーレンス地溝帯)を 形成 している。GOLD

は,開 発対象が地溝帯の上のF員石孔跡地 とい

うことで,SILJAN以 上に有望 であると

考えているようである。なお,こ のあた りは

地震の多発地帯 として古来名高 く,ま た断層
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に沿って泥火山が幾つも連なっているような

ところもあって,活 発な地下活動の存在が予

想 される地域である。

4.お わ り に

以上が現在海外において進行 中の深部ガス

開発プロジェクトの概要であるが,こ うした

試みに触発 されて,昨 今,深 部ガスへの関心,

およびその開発気運が国際的に大 きな高 まり

をみせてい る。例 えば,西 ドイツで も昨年

(1989年)深 部ガスプロジェクトが発足 し,

その関係者の手により,こ の5月 にハノーヴ

ァにおいて国際エネルギー機関(IEA)の

深部ガスワー クショップが開催される運び と

なった。 またわが国において も,'今年か ら始

まる国の第7次 国内石油 ・天然ガス開発5か

年計画において,深 層天然ガスに関す る基礎

調査が進められようとしている状況にある。

多くの優れた特質 を有する天然ガスが,地

球環境問題の深刻化等によりあらためてその

価値を見直され,深 部ガスを始め とする非在

来型資源の開発にまで関心 と期待が向けられ

るようになったことはまことに喜ばしいこと

である。
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研 究所の うごき
(平成2年1月1日 ～3月31日)

◇ 新 役 員 の 選 任

任期 満 了 に伴 う新役 員 の選任 が,3月29日 開催

の 第30回 理事 会 で行 われ,下 記 の よ うに新役 貝 を

選 任 した。

(任期:平 成2年4月1日 ～同4年3月3!日)

新 役 員

理事 長 山本 寛 東京 大学 名誉 教授

(所長 山本 寛)

専務 理事 越川 文 雄

常務 理事 柴 田 誠 一

理 事

11

11

11

〃

11

〃

〃

11

11

11

11

11

〃

11

11

〃

11

監 事

秋山 守

飯田 孝三

生田 豊朗

植田 守昭

正親 見一

窪田 雅男

近藤 駿介

佐古 一

柴崎 芳三

鈴木 篤之

鈴木 絆

関根 泰次

富永 孝雄

野澤 清志

能登 勇

濱田 裕志

平川 誠一

三井 恒夫

小林 實

山崎 魏

東京大学工学部教授

関西電力㈱副社長

㈱日本エネルギー経済

研究所理事長

㈹日本鉄鋼連盟副会長
・専務理事

日本原燃サービス㈱相

談役

㈲日本産業技術振興協

会副会長

東京大学工学部教授

㈹日本建設業団体連合

会会長

㈹日本瓦斯協会副会長

兼専務理事

東京大学工学部教授

大阪大学工学部教授

東京大学工学部教授

㈹ 日本自動車工業会専

務理事

電気事業連合会副会長

石油連盟専務理事

㈹ 日本電機工業会専務

理事

東京大学名誉教授

東京電力㈱常務取締役

㈱日本興業銀行常務取

締役

中部電力㈱副社長

◇ 理 事 会 開 催

第30回 理 事 会

日 時:3月29日(木)12:00～13二30

場 所:経 団 連会 館(9階)901号 室

議 事 次第

1.第1号 議案 平 成2年 度事 業計 画及 び

収 支予 算(案)に つ いて

2.第2号 議案 平 成2年 度運 営費 借 入につ

いて

3.第3号 議案 理 事 及 び監事 の選 任 につ い

て

4.第4号 議案 その他

◇ 月例 研 究 会

第68回 月例 研 究会

日 時:1月26日(金)14:00～16:00

場 所:幸 ビル(13階)1310会 議 室

議 題:

1.地 熱 資源 量 の評価 と最 近 の地 熱開 発 の動 向

につ い て(地 質調 査所 地殼 熱部 長 岡部

賢二 氏)

2.平 成2年 度 エ ネ ル ギ ー 関 連 予 算 につ い て

(資源 エ ネル ギー庁長 官 官房 総務 課 課

長補 佐 本部 和 彦氏)

◇ 主 なで き ご と

!月9日 ㈹ 第5回 エ ネ ル ギー 需要 予測 検討 委 員

会 開 催

10日 ㈱ 第1回 高 プ ル トニ ウム利用 軽水 炉検

討委 員会 開催

11日 ㈱ 第5回 中小 型軽水 炉検 討委 員 会W.

G.開 催

16日(火)第2回FBR新 技術F/S検 討 委 員

会 開催

第1回 燃料 用 メ タ ノー ル導 入に 関す

るアセ スメ ン ト調査 委 員会 開催

第1回 新 しい メ タ ノー ル合成 プ ロセ

ス とその評 価作 業委 員会 開催

17日 ㈱ 第4回FBR実 用化 方 策検討 委 貝会

開 催

18日 休)第1回 固体 電解 質 型燃 料電 池発 電 シ

ステ ム調査 委 員会 開催

第3回 高度 負荷 集 中制 御 シ ステム検
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22日(月)

23日 ㈹

24日 ㈹

25日 ㈱

30日(火)

31日 ㈹

2月1日 休)

6日 ㈹

7日 休)

討委貝会 ・制御システム分科会開催

第2回 地球深層天然ガス実証性調査

委員会開催

第1回 プルトニウム利用方策開発調

査委員会開催

第5回 中小型軽水炉検討委員会開催

第4回 原子炉総合数値解析システム

実用化検討委貝会開催

第2回 火力発電所の大気影響評価技

術実証調査委員会開催

第5回 運転自動化関連技術調査委員

会開催

第3回 高度負荷集中制御システム検

討委員会 ・ロー ドマネジメント分科

会開催

第4回 社会的側面検討委員会開催

第1回 家庭用電力最適運用機器シス

テム委員会開催

第2回 核種移行基礎データ検討委貝

会開催

第3回 無停電電源装置信頼性等評価

委員会 ・専門部会開催

第2回 高度負荷集中制御システム検

討委員会 ・専門部会開催

第4回 実用発電用原子炉廃炉技術調

査廃止措置手続分科会開催

第3回 マクu影 響評価研究委員会開

催

第4回FBR新 技術F/S実 用化段

階におけるFBRの イメージ化検討

W/G開 催

第2回 高度負荷集中制御システム検

討委貝会開催

第67回原子力プラン ト運転の信頼性

に関する研究会開催

第3回 経年劣化調査検討委員会開催

第2回 固体電解質型燃料電池発電シ

ステム調査委員会開催

第3回 「エネルギー技術データベー

ス体系化法の開発研究」石炭技術分

科会開催

第1回 軽油の低硫黄化に関する調査

委貝会開催

第1回 ディーゼルエンジンの超低

9日 團

13日 ㈹

16日 ㈹

20日 ㈹

21日 ㈱

22日 休)

26日(月)

27日(火)

3月2日 ㈹

6日(火)

7日(*)

8日(N

NOx化 に関する調査委貝会開催

第8回 シミュレーション技術部会開

催

第6回 意識構造検討会開催

第4回FBR実 用化方策検討委員会

開催

第2回 燃料用メタノール導入に関す

るアセスメント調査委貝会開催

第5回FBR新 技術F/Sシ ステム

概念評価検討W/G開 催

第3回 実用発電用原子炉廃炉技術調

査廃止措置廃棄物再利用分科会開催

第4回FBR新 技術F/S基 盤技術

評価検討W/G開 催

第4回 経年劣化調査検討委員会開催

第4回 地球深層天然ガス実証性調査

分科会開催

第3回 実用発電用原子炉廃炉技術調

査廃止措置物量等分科会開催

第2回 電気自動車電池に関する検討

委員会開催

第3回 分散型新発電払術実用化実証

研究に関する調査委員 ・幹事会開催

第4回 高度負荷集中制御システム検

討委員会 ・制御システム分科会開催

第5回FBR新 技術F/S実 用化段

階におけるFBRの イメージ化検討

W/G開 催

第2回 プルトニウム利用方策開発調

査委員会開催

第5回 原子炉総合数値解析システム

実用化検討委員会開催

第4回 高度負荷集中制御システム検

討委貝会 ・ロー ドマネジメント分科

会開催

第1回 軽油の低硫黄化に関する調査

エンジン試験分科会開催

第5回 地球深層天然ガス実証性調査

分科会開催

第6回 中小型軽水炉検討委員会開催

第2回 新メタノール合成プロセスと

その評価作業委員会開催

第5回 社会的側面検討委員会開催

第3回 実用発電用原子炉廃炉技術調
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9日 ㈹

12日(月)

13日(火)

15日(N

16日 ㈹

19日(月)

20日 ㈹

22日(水)

23日 休)

26日(月)

査委員会開催

第3回 固体電解質型燃料電池発電シ

ステム調査委員会開催

第3回 次世代ハウスエネルギー供給

専門委員会開催

第3回 地球深層天然ガス実証性調査

委員会開催

第3回 小規模石油燃焼機器の環境適

合性向上に関する調査委貝会開催

第68回原子力プラント運転の信頼性

に関する研究会開催

第4回 マクロ影響評価研究委員開催

第2回 分散型新発電技術実用化実証

研究に関する調査委員会開催

第5回 高度負荷集中制御システム検

討委貝会 ・制御システム分科会開催

第5回FBR実 用化方策検討委員会

開催

第5回 高度負荷集中制御システム検

討委員会 ・ロー ドマネジメント分科

会開催

第4回 無停電電源装置信頼性等評価

委員会 ・専門部会開催

第3回 電気自動車用電池に関する検

討委員会開催

第3回 火力発電所の大気影響評価技

術実証調査委員会開催

第6回FBR新 技術F/Sシ ステム

概念評価検討W/G開 催

第3回 地球深層天然ガス実証性調査

自由検討会開催

第5回FBR新 技術F/S基 盤技術

評価検討W/G開 催

第2回 次世代ハウスエネルギー供給

システム専門委員会開催

第3回FBR新 技術F/S検 討委員

会開催

第3回 無停電電源装置信頼性等評価

委貝会開催

第3回 高度負荷集中制御システム検

討委貝会 ・専門部会開催

第4回 固体電解質型燃料電池発電シ

ステム調査委員会開催

第4回 火力発電所の大気影響評価技

27日 ㈹

28日 ㈹

29日 休)

術実証調査委員会開催

第3回 プル トニウム利用方策開発調

査委員会開催

第3回 高度負荷集中制御システム検

討委員会開催

第3回 新メタノール合成プロセスと

その評価作業委員会開催

第3回 燃料用メタノール導入に関す

るアセスメント調査委員会開催

第5回 経年劣化調査検討会開催

◇ 人事異動

01月1日 付

(採用)

敷地 明 主任研究員に任命

プロジェクト試験研究部に配属

矢島宏一 主任研究員に任命

プロジェクト試験研究部に配属

03月1日 付

(退任)

副主席研究員 幡野 裕(依 願退職)

03月15日 付

(採用)

柿沼宇佐 副主席研究員に任命

海外電力調査会業務任命

石丸利道 副主席研究員に任命

プロジェクト試験研究部長兼企画

部長任命

◇ その他 ∴
i閑 覧fL,

外国 出張.

(1)松 井 一秋 副主 席研 究員 は、 国際 エ ネル ギー

事 情調 査 及 びOECD/NEA中 小 型炉 専 門家 会

議 へ の出席 の為,2月1日 か ら2月15日 の 間,

ソ ビエ ト及 び ヨー ロ ッパ へ 出張 した。
や

(?)谷 賦 許勢主任 研 究 員 は,AAASAnnnual

Meetingに 出 席 ・招待 講 演 の為,2月13日 か ら

2月20日 の 間,ア メ リカに 出張 した。

(3)重 田潤 主 管研 究員 は,米 国に於 け る化 石 燃

料 か らのCO2等 排 気 に関 わ る評価 対策 技 術動

向調 査 の為,2月18日 か ら3月1日 の間,ア

メ リカに出 張 した。

(4)田 村啓 一 主管研 究 員 は,軽 油の低 硫 黄化動

向 とデ ィー ゼ ル排 気 ガ ス対策 調査 の為,3月
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10日 か ら3月25日 の 間,西 ドイ ツ,オ ー ス ト

リア,ス イ ス,フ ラ ン ス,ベ ル ギ ー に 出 張 し

た 。

(5)谷 口武 俊 主 任 研 究 貝 は,米 国 に於 け る経 年

劣化 問題 に関 す る規制 及 び研 究開発 計 画の現 状

調査 と航 空機 分 野の調 査 の為,3月18日 か ら3

月25日 の間,ア メ リカに 出張 した。
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(財)原 子 力工 学試 験 セ ンターか らの お知 らせ

貯 唖幽⑱亜傘幽唖⑱やや⑫傘や唖幽⑱傘傘⑱幽⑱や⑱幽幽や幽幽⑱⑱傘傘傘幽幽⑱幽幽幽⑱惣
尋 母
壱 毒
菅 菅

1「 原子力テ レフォン醐 箱」の開設 につV・て1
膏 尋
壱 菅含 菅

壱 原子力に対す る関心が高まる中で,一 般の人々の個々の質問に対応する情報サー ビスが 母
条 壱
母求め られていることか ら,平 成元年度電源立地推進調整等事業の一環で,平 成元年7月 か 壱

尋壱
菅 ら,財 団法人原子力工学試験センターに「原子力テレフォン質問箱」を設置してお ります。
壱
菅 一般の人々が 日頃抱いている素朴な疑問に対し、わか りやす く説明を行 うとともに、資

卵 の提供など ・対話型、(一 双方向型)の 広報を行 うものであ ります.

‡

蓼1・ 設置の 目的
壱 一般の人々の個々の質問に対応 した情報サービスを提供す ることによ り,エ ネルギーや
壱
壱原子力に関す る正 しい知識の普及,並 びに原子力への理解の増進 を図 ります。

‡1

,.事 業の内容

壱(1)エ ネ ル ギ ー ・原 子 力 に 関 連 す る諸 問題 に つ い て
,電 話 に て わ か りや す く,か つ 丁 寧 に壱

蓼 応対 します・原則は即答 としていま棚 データ調欝 のため・追って酪 す る場合
管 もあ ります。
菅
母(2)回 答方法は,電 話 を基本 としていますが,必 要に応 じ書面(パ ンフ ・その他資料)を 送
甚
母 付の上,回 答する事 もあ ります。尚,デ ー タ類や参考資料の要求には極力対応 します。
冬
条(3)遠 距離からの問い合わせに対しては,希 望によ り折 り返 し電話を掛け直 します。

享

13・ 事業運営機関

‡ 囎 子力工学試験センター内
豪 〔所 在 地 〕 〒105東 京 都 港 区 虎 の 門4-3-13秀 和 神 谷 町 ビ ル2階母

壱 〔電 話 受 付 〕 月 曜 日 ～ 金 曜 日(祝 祭 日 を 除 く)10:00～12:00,13:00～17:00

尋 イ イクラ・ サ サ エ ル エ ネ ル ギ ー

壱 フ リー ダ イ ヤ ル:0120-1194-33

母

糸

母

菅

母

壱

膏

菅

母

壱

牽

条

壱

壱

菅

壱

壱

母

条

壱

母

母

母

壱

壱

壱

膏

母

粂

壱

9㈱◇
母

壱

尋

尋

菅

母

母

母

壱

母

菅

膏

舜

幅 ⑱幽幽⑱唖幽⑱幽幽⑱幽傘や傘幽喰唖幽傘傘中⑱⑱や幽傘幽幽⑱唖幽瞳Φ幽⑫幽⑱卿や⑱設
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